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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　バインダーポリマー、
　重合性化合物、
　半導体量子ドット、及び
　酸性官能基を含む分散剤
を含有し、
　上記分散剤の酸価が５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下であり、
　上記分散剤が、第１繰り返し単位からなる第１ブロックと、第１繰り返し単位よりも親
水性の高い第２繰り返し単位からなる第２ブロックとを有するブロック共重合体である硬
化膜形成用組成物。
【請求項２】
　上記分散剤が酸性官能基としてカルボキシ基、スルホ基又はこれらの組み合わせを含む
請求項１に記載の硬化膜形成用組成物。
【請求項３】
　上記バインダーポリマーとして、アルカリ可溶性樹脂を含有する請求項１又は請求項２
に記載の硬化膜形成用組成物。
【請求項４】
　感放射線性化合物をさらに含有する請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の硬化
膜形成用組成物。
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【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の硬化膜形成用組成物により形成される硬
化膜。
【請求項６】
　請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の硬化膜形成用組成物により形成される硬
化膜を備える発光表示素子。
【請求項７】
　基板の一方の面側に塗膜を形成する工程、
　上記塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、
　放射線照射後の上記塗膜を現像する工程、及び
　現像後の上記塗膜を加熱する工程
を備え、
　上記塗膜を請求項４に記載の硬化膜形成用組成物により形成する硬化膜の形成方法。
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、硬化膜形成用組成物、硬化膜、発光表示素子、硬化膜の形成方法及び分散液
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、硫化カドミウム（ＣｄＳ）やテルル化カドミウム（ＣｄＴｅ）等の半導体をナノ
メートルサイズの大きさに形成して得られた半導体量子ドット（以下、「ＱＤ」ともいう
）が注目を集めている。このようなＱＤは、ブロードな光吸収を示すとともにスペクトル
幅の狭い蛍光を発するという特殊な光学特性を示すため、現在各種の応用が検討されてい
る。例えば有機エレクトロルミネッセンス（ＥＬ）素子等を用いたディスプレイに上述の
ＱＤが用いられるようになってきている（特開２０１４－１７４４０６号公報参照）。
【０００３】
　具体的には、青色発光有機ＥＬ素子と、この青色発光有機ＥＬ素子からの光により励起
され緑色の蛍光を発する半導体量子ドット（以下、「Ｇ－ＱＤ」ともいう）と、青色発光
有機ＥＬ素子からの光により励起され赤色の蛍光を発する半導体量子ドット（以下、「Ｒ
－ＱＤ」ともいう）とを組み合わせたディスプレイが注目を集めている。このようなディ
スプレイにおいては、Ｇ－ＱＤからの緑色の蛍光と、Ｒ－ＱＤからの赤色の蛍光と、青色
発光有機ＥＬ素子から放出された未変換の青色光とを組み合わせることにより、様々な色
相の光を再現している。
【０００４】
　しかしながら、このようなＱＤは酸素や水分等により影響を受けやすい。例えばＱＤに
酸素や水分等が付着することにより、ＱＤの結晶構造がその表面付近において変化し、Ｑ
Ｄの蛍光量子収率が低下する場合がある。このようなＱＤを含むディスプレイ等において
は、時間の経過とともにＱＤに酸素や水分等が付着することによって、青色発光有機ＥＬ
素子からの青色光の強度に対して、Ｇ－ＱＤからの緑色の蛍光の強度及びＲ－ＱＤからの
赤色の蛍光の強度が低下し、これによりディスプレイの色再現性が低下する場合がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１４－１７４４０６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００６】
　本発明は、上述の事情に基づいてなされたものであり、その目的は、ＱＤの蛍光量子収
率の低下を抑制できる硬化膜形成用組成物、当該硬化膜形成用組成物により得られる硬化
膜、当該硬化膜を用いた発光表示素子、当該硬化膜形成用組成物を用いた硬化膜の形成方
法、及び当該硬化膜形成用組成物に好適な分散液を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するためになされた発明は、バインダーポリマー（以下、「［Ａ］バイ
ンダーポリマー」ともいう）、重合性化合物（以下、「［Ｂ］重合性化合物」ともいう）
、半導体量子ドット（以下、「［Ｃ］ＱＤ」ともいう）及び酸性官能基を含む分散剤（以
下、「［Ｄ］分散剤」ともいう）を含有し、［Ｄ］分散剤の酸価が５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上
１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の硬化膜形成用組成物である。
【０００８】
　また、本発明は、上述の硬化膜形成用組成物により得られる硬化膜、及び上述の硬化膜
形成用組成物により形成される硬化膜を備える発光表示素子を含む。
【０００９】
　さらに、本発明は、上述の硬化膜形成用組成物により基板の一方の面側に塗膜を形成す
る工程、上記塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する工程、放射線照射後の上記塗膜を
現像する工程、及び現像後の上記塗膜を加熱する工程を備える硬化膜の形成方法を含む。
【００１０】
　また、上記課題を解決するためになされた別の発明は、半導体量子ドット、酸性官能基
を含む分散剤、及び溶媒を含有し、上記分散剤の酸価が５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下の分散液である。
【００１１】
　ここで、「酸性官能基」とは、水素イオンとして電離しうる水素原子を一個以上有する
官能基をいい、例えばカルボキシ基、スルホ基、ヒドロキシ基、リン酸基等が挙げられる
。また、「酸価」とは、分散剤１ｇ中に含有される酸性官能基を中和するのに必要な水酸
化カリウム（ＫＯＨ）のｍｇ数であり、ＪＩＳ－Ｋ－００７０（１９９２年）に準拠して
求められる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、ＱＤの蛍光量子収率の低下を抑制できる硬化膜形成用組成物、当該硬
化膜形成用組成物により得られる硬化膜、当該硬化膜形成用組成物により形成される硬化
膜を備える発光表示素子、当該硬化膜の形成方法及び当該硬化膜形成用組成物に好適な分
散液を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る発光表示素子を模式的に示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
＜硬化膜形成用組成物＞
　当該硬化膜形成用組成物は、［Ａ］バインダーポリマー、［Ｂ］重合性化合物、［Ｃ］
ＱＤ及び［Ｄ］分散剤を含有し、［Ｄ］分散剤の酸価が５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇ
ＫＯＨ／ｇ以下の硬化膜形成用組成物である。また、当該硬化膜形成用組成物は、感放射
線性化合物（以下、「［Ｅ］感放射線性化合物」ともいう）を含有していてもよく、また
、溶媒（以下、「［Ｆ］溶媒」ともいう）を含有していてもよい。
【００１５】
　当該硬化膜形成用組成物は、上記構成を有することにより、ＱＤの蛍光量子収率の低下
を抑制できる。当該硬化膜形成用組成物が上記構成を有することで上記効果を奏する理由
については必ずしも明確ではないが、例えば以下のように推察される。すなわち、［Ｄ］
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分散剤が酸性官能基を介して［Ｃ］ＱＤの表面に付着することにより、［Ｃ］ＱＤの蛍光
量子収率を低下させる原因となる酸素や水分等がその表面に付着することが抑制され、こ
れにより、［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率の低下を抑制できると考えられる。
【００１６】
　また、青色発光有機ＥＬ素子を用いたディスプレイにＱＤを適用する際、従来の硬化膜
形成用組成物では、酸素や水分等がＲ－ＱＤやＧ－ＱＤの表面に付着することにより、青
色発光有機ＥＬ素子から発せられた青色光の強度に対して、Ｒ－ＱＤからの赤色蛍光の強
度及びＧ－ＱＤからの緑色蛍光の強度が低下し、色再現性が低下する場合がある。これに
対し、当該硬化膜形成用組成物を用いた場合は、上述のように［Ｄ］分散剤がＲ－ＱＤや
Ｇ－ＱＤ等の［Ｃ］ＱＤの表面に付着することにより、［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率の低下
を抑制でき、青色発光有機ＥＬ素子から発せられた青色光の強度に対して、［Ｃ］ＱＤか
らの蛍光強度を維持でき、高い色再現性を維持することができると考えられる。
【００１７】
　以下、当該硬化膜形成用組成物の各成分について詳細に説明する。
【００１８】
〔［Ａ］バインダーポリマー〕
　［Ａ］バインダーポリマーは、特に限定されず、硬化膜の母材となり得れば如何なるも
のであってもよい。
【００１９】
　また、［Ａ］バインダーポリマーとして、以下に例示するような［Ａ’］アルカリ可溶
性樹脂を用いることもできる。［Ａ］バインダーポリマーとして、［Ａ’］アルカリ可溶
性樹脂を用いることにより、アルカリ現像液によるパターニングが可能となる。
【００２０】
〔［Ａ’］アルカリ可溶性樹脂〕
　［Ａ’］アルカリ可溶性樹脂は、アルカリ性溶液に可溶な樹脂である。［Ａ’］アルカ
リ可溶性樹脂としては、カルボキシ基を含む不飽和化合物をモノマーとして用いてラジカ
ル重合することにより得られるポリマー（以下、「［ａ］ポリマー」ともいう）、ポリイ
ミド、ポリシロキサン、ノボラック樹脂、及びこれらの組み合わせが好ましい。以下、［
ａ］ポリマー、ポリイミド、ポリシロキサン及びノボラック樹脂のそれぞれについて詳細
に説明する。
【００２１】
［［ａ］ポリマー］
　［ａ］ポリマーは、カルボキシ基を含む構造単位を有する。また、感度向上のため、重
合性基を含む構造単位を有していてもよい。重合性基を含む構造単位としては、エポキシ
基を含む構造単位、（メタ）アクリロイル基を含む構造単位、及びビニル基を含む構造単
位が好ましい。［ａ］ポリマーが上記特定の重合性基を含む構造単位を有することで、表
面硬化性及び深部硬化性に優れる硬化膜形成用組成物とすることができる。
【００２２】
　また、［ａ］ポリマーは、水酸基を含む構造単位、及びその他の構造単位を有していて
もよい。
【００２３】
　上記カルボキシ基を含む構造単位は、例えば不飽和モノカルボン酸、不飽和ジカルボン
酸、不飽和ジカルボン酸の無水物、多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイルオキシ
アルキル〕エステル等のカルボン酸系不飽和化合物をモノマーとして用いて、適宜他のモ
ノマーと共にラジカル重合することにより形成できる。
【００２４】
　上記不飽和モノカルボン酸としては、例えばアクリル酸、メタクリル酸、クロトン酸等
が挙げられる。
【００２５】
　上記不飽和ジカルボン酸としては、例えばマレイン酸、フマル酸、シトラコン酸、メサ
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コン酸、イタコン酸等が挙げられる。
【００２６】
　上記不飽和ジカルボン酸の無水物としては、例えば上記不飽和ジカルボン酸として例示
した化合物の無水物等が挙げられる。
【００２７】
　上記多価カルボン酸のモノ〔（メタ）アクリロイルオキシアルキル〕エステルとしては
、例えばコハク酸モノ〔２－（メタ）アクリロイルオキシエチル〕、フタル酸モノ〔２－
（メタ）アクリロイルオキシエチル〕等が挙げられる。
【００２８】
　これらのカルボン酸系不飽和化合物のうち、重合性の観点から、アクリル酸、メタクリ
ル酸、無水マレイン酸及びコハク酸モノ〔２－（メタ）アクリロイルオキシエチル〕が好
ましい。
【００２９】
　これらのカルボン酸系不飽和化合物は、単独で使用してもよいし、２種以上を混合して
使用してもよい。
【００３０】
　［ａ］ポリマー中のカルボキシ基を含む構造単位の含有割合の下限としては、［ａ］ポ
リマーを構成する全構造単位に対して、１モル％が好ましく、５モル％がより好ましく、
１０モル％がさらに好ましい。また、上記含有割合の上限としては、８０モル％が好まし
く、７０モル％がより好ましく、６０モル％がさらに好ましい。カルボキシ基を含む構造
単位の含有割合が上記範囲である場合、アルカリ現像液への溶解性をより向上させること
ができる。
【００３１】
　上記エポキシ基を含む構造単位は、例えばエポキシ基含有不飽和化合物をモノマーとし
て用いて、適宜他のモノマーと共にラジカル重合することにより形成できる。エポキシ基
含有不飽和化合物としては、例えばオキシラニル基（１，２－エポキシ構造）、オキセタ
ニル基（１，３－エポキシ構造）等を含む不飽和化合物などが挙げられる。
【００３２】
　上記オキシラニル基を有する不飽和化合物としては、例えばアクリル酸グリシジル、メ
タクリル酸グリシジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル、アクリル酸３，４－エポキ
シブチル、メタクリル酸３，４－エポキシブチル、アクリル酸６，７－エポキシヘプチル
、メタクリル酸６，７－エポキシヘプチル、α－エチルアクリル酸－６，７－エポキシヘ
プチル、メタクリル酸３，４－エポキシシクロへキシル、ｏ－ビニルベンジルグリシジル
エーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｐ－ビニルベンジルグリシジルエー
テル等が挙げられる。
【００３３】
　上記オキセタニル基を有する不飽和化合物としては、例えば３－（アクリロイルオキシ
メチル）オキセタン、３－（アクリロイルオキシメチル）－２－メチルオキセタン、３－
（アクリロイルオキシメチル）－３－エチルオキセタン、３－（アクリロイルオキシメチ
ル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）オキセタン、３
－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－エチルオキセタン、３－（２－アクリロイル
オキシエチル）－３－エチルオキセタン、３－（２－アクリロイルオキシエチル）－２－
フェニルオキセタン等のアクリル酸エステル；
　３－（メタクリロイルオキシメチル）オキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル
）－２－メチルオキセタン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－３－エチルオキセタ
ン、３－（メタクリロイルオキシメチル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－メタク
リロイルオキシエチル）オキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２－エ
チルオキセタン、３－（２－メタクリロイルオキシエチル）－３－エチルオキセタン、３
－（２－メタクリロイルオキシエチル）－２－フェニルオキセタン、３－（２－メタクリ
ロイルオキシエチル）－２，２－ジフルオロオキセタン等のメタクリル酸エステルなどが
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挙げられる。
【００３４】
　これらのエポキシ基含有不飽和化合物のうち、重合性の観点から、メタクリル酸グリシ
ジル、メタクリル酸３，４－エポキシシクロヘキシル及び３－（メタクリロイルオキシメ
チル）－３－エチルオキセタンが好ましい。
【００３５】
　これらのエポキシ基含有不飽和化合物は、単独で使用してもよいし、２種以上を混合し
て使用してもよい。
【００３６】
　［ａ］ポリマーがエポキシ基を含む構造単位を有する場合、この構造単位の含有割合の
下限としては、［ａ］ポリマーを構成する全構造単位に対して、１モル％が好ましく、５
モル％がより好ましく、１０モル％がさらに好ましい。また、上記含有割合の上限として
は、８０モル％が好ましく、７０モル％がより好ましく、６０モル％がさらに好ましい。
エポキシ基を含む構造単位の含有割合が上記範囲である場合、硬度がより高く、耐溶剤性
により優れる硬化膜を形成できる。
【００３７】
　上記（メタ）アクリロイル基を含む構造単位は、例えばエポキシ基を有するポリマーと
（メタ）アクリル酸とを反応させる方法、カルボキシ基を有するポリマーとエポキシ基を
有する（メタ）アクリル酸エステルとを反応させる方法、水酸基を有するポリマーとイソ
シアネート基を有する（メタ）アクリル酸エステルとを反応させる方法、酸無水物基を有
するポリマーと（メタ）アクリル酸とを反応させる方法等により形成できる。これらの方
法のうち、カルボキシ基を有するポリマーとエポキシ基を有する（メタ）アクリル酸エス
テルとを反応させる方法が好ましい。
【００３８】
　上記エポキシ基を有する（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えばアクリル酸グリ
シジル、メタクリル酸グリシジル、メタクリル酸２－メチルグリシジル、アクリル酸３，
４－エポキシブチル、メタクリル酸３，４－エポキシブチル、アクリル酸６，７－エポキ
シヘプチル、メタクリル酸６，７－エポキシヘプチル、α－エチルアクリル酸－６，７－
エポキシヘプチル、メタクリル酸３，４－エポキシシクロへキシル等が挙げられる。
【００３９】
　これらのエポキシ基を有する（メタ）アクリル酸エステルのうち、反応性の観点から、
メタクリル酸グリシジル及びメタクリル酸３，４－エポキシシクロヘキシルが好ましい。
【００４０】
　これらのエポキシ基を有する（メタ）アクリル酸エステルは、単独で使用してもよいし
、２種以上を混合して使用してもよい。
【００４１】
　［ａ］ポリマーが（メタ）アクリロイル基を含む構造単位を有する場合、この構造単位
の含有割合の下限としては、［ａ］ポリマーを構成する全構造単位に対して、１モル％が
好ましく、５モル％がより好ましく、１０モル％がさらに好ましい。また、上記含有割合
の上限としては、８０モル％が好ましく、７０モル％がより好ましく、６０モル％がさら
に好ましい。（メタ）アクリロイル基を含む構造単位の含有割合が上記範囲である場合、
硬度がより高く、耐溶剤性により優れる硬化膜を形成できる。
【００４２】
　上記ビニル基を含む構造単位は、例えばカルボキシ基を有するポリマーと、エポキシ基
及びビニル基を有する化合物とを反応させる方法により形成できる。
【００４３】
　上記エポキシ基及びビニル基を有する化合物としては、例えばビニルグリシジルエーテ
ル、ｏ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル、
ｐ－ビニルベンジルグリシジルエーテル等が挙げられる。
【００４４】



(7) JP 6497251 B2 2019.4.10

10

20

30

40

50

　これらのエポキシ基及びビニル基を有する化合物のうち、反応性の観点から、ｏ－ビニ
ルベンジルグリシジルエーテル、ｍ－ビニルベンジルグリシジルエーテル及びｐ－ビニル
ベンジルグリシジルエーテルが好ましい。
【００４５】
　これらのエポキシ基及びビニル基を有する化合物は、単独で使用してもよいし、２種以
上を混合して使用してもよい。
【００４６】
　［ａ］ポリマーがビニル基を含む構造単位を有する場合、この構造単位の含有割合の下
限としては、［ａ］ポリマーを構成する全構造単位に対して、１モル％が好ましく、５モ
ル％がより好ましく、１０モル％がさらに好ましい。また、上記含有割合の上限としては
、８０モル％が好ましく、７０モル％がより好ましく、６０モル％がさらに好ましい。ビ
ニル基を含む構造単位の含有割合が上記範囲である場合、硬度がより高く、耐溶剤性によ
り優れる硬化膜を形成できる。
【００４７】
　上記水酸基を含む構造単位は、例えば水酸基含有不飽和化合物をモノマーとして用いて
、適宜他のモノマーと共にラジカル重合することにより形成できる。
【００４８】
　上記水酸基含有不飽和化合物としては、例えばアルコール性水酸基を有する（メタ）ア
クリル酸エステル、フェノール性水酸基を有する（メタ）アクリル酸エステル、ヒドロキ
シスチレン等が挙げられる。
【００４９】
　上記アルコール性水酸基を有するアクリル酸エステルとしては、アクリル酸２－ヒドロ
キシエチル、アクリル酸３－ヒドロキシプロピル、アクリル酸４－ヒドロキシブチル、ア
クリル酸５－ヒドロキシペンチル、アクリル酸６－ヒドロキシヘキシル等が挙げられる。
【００５０】
　上記アルコール性水酸基を有するメタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸２－ヒ
ドロキシエチル、メタクリル酸３－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸４－ヒドロキシブ
チル、メタクリル酸５－ヒドロキシペンチル、メタクリル酸６－ヒドロキシヘキシル等が
挙げられる。
【００５１】
　上記フェノール性水酸基を有するアクリル酸エステルとしては、アクリル酸２－ヒドロ
キシフェニル、アクリル酸４－ヒドロキシフェニル等が挙げられる。
【００５２】
　上記フェノール性水酸基を有するメタクリル酸エステルとしては、メタクリル酸２－ヒ
ドロキシフェニル、メタクリル酸４－ヒドロキシフェニル等が挙げられる。
【００５３】
　上記ヒドロキシスチレンとしては、ｏ－ヒドロキシスチレン、ｐ－ヒドロキシスチレン
、α－メチル－ｐ－ヒドロキシスチレン等が挙げられる。
【００５４】
　これらの水酸基含有不飽和化合物のうち、重合性の観点から、メタクリル酸２－ヒドロ
キシエチル及びα－メチル－ｐ－ヒドロキシスチレンが好ましい。
【００５５】
　これらの水酸基含有不飽和化合物は、単独で使用してもよいし、２種以上を混合して使
用してもよい。
【００５６】
　［ａ］ポリマーが水酸基を含む構造単位を有する場合、この構造単位の含有割合の下限
としては、［ａ］ポリマーを構成する全構造単位に対して、１モル％が好ましく、５モル
％がより好ましく、１０モル％がさらに好ましい。また、上記含有割合の上限としては、
３０モル％が好ましく、２０モル％がより好ましい。水酸基を含む構造単位の含有割合が
上記範囲である場合、アルカリ現像液への溶解性をより向上させることができる。
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【００５７】
　上記その他の構造単位を与えるモノマーとしては、例えばメタクリル酸鎖状アルキルエ
ステル、メタクリル酸環状アルキルエステル、アクリル酸鎖状アルキルエステル、アクリ
ル酸環状アルキルエステル、メタクリル酸アリールエステル、アクリル酸アリールエステ
ル、不飽和ジカルボン酸ジエステル、マレイミド化合物、不飽和芳香族化合物、共役ジエ
ン、テトラヒドロフラン骨格を有する不飽和化合物、その他の不飽和化合物等が挙げられ
る。
【００５８】
　上記メタクリル酸鎖状アルキルエステルとしては、例えばメタクリル酸メチル、メタク
リル酸エチル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｓｅｃ－ブチル、メタクリル酸ｔ
－ブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸イソデシル、メタクリル酸ｎ
－ラウリル、メタクリル酸トリデシル、メタクリル酸ｎ－ステアリル等が挙げられる。
【００５９】
　上記メタクリル酸環状アルキルエステルとしては、例えばメタクリル酸シクロヘキシル
、メタクリル酸２－メチルシクロヘキシル、メタクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２

，６］デカン－８－イル、メタクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８
－イルオキシエチル、メタクリル酸イソボルニル等が挙げられる。
【００６０】
　上記アクリル酸鎖状アルキルエステルとしては、例えばアクリル酸メチル、アクリル酸
エチル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、ア
クリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸イソデシル、アクリル酸ｎ－ラウリル、アクリ
ル酸トリデシル、アクリル酸ｎ－ステアリル等が挙げられる。
【００６１】
　上記アクリル酸環状アルキルエステルとしては、例えばアクリル酸シクロヘキシル、ア
クリル酸－２－メチルシクロヘキシル、アクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，６］
デカン－８－イル、アクリル酸トリシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８－イルオ
キシエチル、アクリル酸イソボルニル等が挙げられる。
【００６２】
　上記メタクリル酸アリールエステルとしては、例えばメタクリル酸フェニル、メタクリ
ル酸ベンジル等が挙げられる。
【００６３】
　上記アクリル酸アリールエステルとしては、例えばアクリル酸フェニル、アクリル酸ベ
ンジル等が挙げられる。
【００６４】
　上記不飽和ジカルボン酸ジエステルとしては、例えばマレイン酸ジエチル、フマル酸ジ
エチル、イタコン酸ジエチル等が挙げられる。
【００６５】
　上記マレイミド化合物としては、例えばＮ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシル
マレイミド、Ｎ－ベンジルマレイミド、Ｎ－（４－ヒドロキシフェニル）マレイミド、Ｎ
－（４－ヒドロキシベンジル）マレイミド、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドベン
ゾエート、Ｎ－スクシンイミジル－４－マレイミドブチレート、Ｎ－スクシンイミジル－
６－マレイミドカプロエート、Ｎ－スクシンイミジル－３－マレイミドプロピオネート、
Ｎ－（９－アクリジニル）マレイミド等が挙げられる。
【００６６】
　上記不飽和芳香族化合物としては、例えばスチレン、α－メチルスチレン、ｏ－メチル
スチレン、ｍ－メチルスチレン、ｐ－メチルスチレン、ｐ－メトキシスチレン等が挙げら
れる。
【００６７】
　上記共役ジエンとしては、例えば１，３－ブタジエン、イソプレン、２，３－ジメチル
－１，３－ブタジエン等が挙げられる。
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【００６８】
　上記テトラヒドロフラン骨格を有する不飽和化合物としては、例えばメタクリル酸テト
ラヒドロフルフリル、２－メタクリロイルオキシ－プロピオン酸テトラヒドロフルフリル
エステル、３－（メタ）アクリロイルオキシテトラヒドロフラン－２－オン等が挙げられ
る。
【００６９】
　上記その他の不飽和化合物としては、例えばアクリロニトリル、メタクリロニトリル、
塩化ビニル、塩化ビニリデン、アクリルアミド、メタクリルアミド、酢酸ビニル等が挙げ
られる。
【００７０】
　上記その他の構造単位を与えるモノマーのうち、重合性の観点から、スチレン、メタク
リル酸メチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタク
リル酸ｔ－ブチル、メタクリル酸ｎ－ラウリル、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸ト
リシクロ［５．２．１．０２，６］デカン－８－イル、ｐ－メトキシスチレン、アクリル
酸２－メチルシクロヘキシル、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド
、及びメタクリル酸テトラヒドロフルフリルが好ましい。
【００７１】
　上記その他の構造単位を与えるモノマーは、単独で使用してもよいし、２種以上を混合
して使用してもよい。
【００７２】
　［ａ］ポリマーがその他の構造単位を有する場合、この構造単位の含有割合の下限とし
ては、［ａ］ポリマーを構成する全構造単位に対して、１モル％が好ましく、５モル％が
より好ましく、１０モル％がさらに好ましい。また、上記含有割合の上限としては、８０
モル％が好ましく、７０モル％がより好ましい。上記含有割合が上記範囲内の場合、上述
した効果を妨げることなく、例えば［ａ］ポリマーの分子量等を調整できる。
【００７３】
　［ａ］ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）の下限としては、１，０００が好ましく、２
，０００がより好ましく、３，０００がさらに好ましい。上記Ｍｗの上限としては、３０
，０００が好ましく、２０，０００がより好ましく、１５，０００がさらに好ましい。［
ａ］ポリマーのＭｗを上記範囲とすることで、保存安定性及び感度をより向上させること
ができる。
【００７４】
　また、上記Ｍｗと、［ａ］ポリマーの数平均分子量（Ｍｎ）との比、すなわち分子量分
布（Ｍｗ／Ｍｎ）の下限としては、通常１であり、１．２が好ましく、１．５がより好ま
しい。上記Ｍｗ／Ｍｎの上限としては、５が好ましく、４がより好ましく、３がさらに好
ましい。［ａ］ポリマーのＭｗ／Ｍｎを上記範囲とすることで、保存安定性及び感度をよ
り向上させることができる。
【００７５】
　なお、本明細書におけるＭｗ及びＭｎは、下記の条件によるゲルパーミエーションクロ
マトグラフィー（ＧＰＣ）により測定した値である。
　装置：例えば昭和電工社の「ＧＰＣ－１０１」
　カラム：例えば昭和電工社の「ＧＰＣ－ＫＦ－８０１」、「ＧＰＣ－ＫＦ－８０２」、
「ＧＰＣ－ＫＦ－８０３」及び「ＧＰＣ－ＫＦ－８０４」を連結したもの
　移動相：テトラヒドロフラン
　カラム温度：４０℃
　流速：１．０ｍＬ／分
　試料濃度：１．０質量％
　試料注入量：１００μＬ
　検出器：示差屈折計
　標準物質：単分散ポリスチレン
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【００７６】
（［ａ］ポリマーの合成方法）
　［ａ］ポリマーの合成方法は特に限定されず、公知の方法を採用できる。例えば溶媒中
で重合開始剤の存在下、上述したモノマーを重合反応させることによって合成できる。
【００７７】
　上記溶媒としては、例えばアルコール、グリコールエーテル、エチレングリコールモノ
アルキルエーテルアセテート、ジエチレングリコールモノアルキルエーテル、ジエチレン
グリコールジアルキルエーテル、ジプロピレングリコールジアルキルエーテル、プロピレ
ングリコールモノアルキルエーテル、プロピレングリコールモノアルキルエーテルアセテ
ート、プロピレングリコールモノアルキルエーテルプロピオネート、その他のエステル、
ケトン等が挙げられる。
【００７８】
　上記重合開始剤としては、一般的にラジカル重合開始剤として知られているものが使用
できる。ラジカル重合開始剤としては、例えば２，２’－アゾビスイソブチロニトリル（
ＡＩＢＮ）、２，２’－アゾビス－（２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２’－ア
ゾビス－（４－メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）等のアゾ化合物が挙げられ
る。
【００７９】
［ポリイミド］
　上記ポリイミドとしては、構造単位中にカルボキシ基、フェノール性水酸基、スルホ基
、チオール基、又はこれらの組み合わせを含むポリイミドが好ましい。構造単位中にこれ
らのアルカリ可溶性の基を含むことでアルカリ現像性（アルカリ可溶性）を備え、アルカ
リ現像時に露光部のスカム発生を抑えることができる。
【００８０】
　上記ポリイミドは、例えば酸成分とアミン成分とを縮合して得られる。酸成分としては
テトラカルボン酸二無水物が好ましく、アミン成分としてはジアミンが好ましい。
【００８１】
　ポリイミドの形成に用いられるテトラカルボン酸二無水物としては、例えば３，３’，
４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，３，３’，４’－ビフェニルテト
ラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、３
，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ベ
ンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル
）プロパン二無水物、２，２－ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物
、１，１－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、１，１－ビス（２，
３－ジカルボキシフェニル）エタン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メ
タン二無水物、ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、ビス（３，４－
ジカルボキシフェニル）スルホン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エー
テル二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン
二無水物、３，３’，４，４’－ジフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、９，９
－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）フルオレン二無水物、９，９－ビス｛４－（３
，４－ジカルボキシフェノキシ）フェニル｝フルオレン二無水物等が挙げられる。これら
を単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００８２】
　ポリイミドの形成に用いられるジアミンの例としては、例えば３，３’－ジアミノジフ
ェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニ
ルエーテル、３，３’－ジアミノジフェニルメタン、３，４’－ジアミノジフェニルメタ
ン、４，４’－ジアミノジフェニルメタン、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、３
，４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３
’－ジアミノジフェニルスルフィド、３，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、４，４
’－ジアミノジフェニルスルフィド、ｍ－フェニレンジアミン、ｐ－フェニレンジアミン



(11) JP 6497251 B2 2019.4.10

10

20

30

40

、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、９，９－ビス（４－アミノフェニル
）フルオレン等が挙げられる。これらを単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて
用いてもよい。
【００８３】
　上記ポリイミドは、例えば公知の方法を用いてポリイミド前駆体を得た後、これを公知
のイミド化反応法を用いてイミド化させる方法により合成することができる。ポリイミド
前駆体の公知の合成法としては、例えば低温中でテトラカルボン酸二無水物とジアミンと
を反応させる方法、テトラカルボン酸二無水物とアルコールとによりジエステルを得た後
、縮合剤の存在下でジアミンと反応させる方法等がある。
【００８４】
　上記ポリイミドの重量平均分子量（Ｍｗ）の下限としては、１，０００が好ましく、２
，０００がより好ましく、３，０００がさらに好ましい。上記Ｍｗの上限としては、３０
，０００が好ましく、２０，０００がより好ましく、１５，０００がさらに好ましい。ポ
リイミドのＭｗを上記範囲とすることで、保存安定性及び感度をより向上させることがで
きる。
【００８５】
［ポリシロキサン］
　上記ポリシロキサンとしては、加水分解性シラン化合物の加水分解縮合物が挙げられる
。ここで、「加水分解性シラン化合物」とは、加水分解してシラノール基を生成すること
ができる基又はシロキサン縮合物を形成することができる基を含む化合物を指す。また、
加水分解性シラン化合物の加水分解反応においては、生成されるポリシロキサン中に、一
部の加水分解性基が未加水分解の状態で残っていてもよい。ここで、「加水分解性基」と
は、上述した加水分解してシラノール基を生成することができる基又はシロキサン縮合物
を形成することができる基を指す。また、当該硬化膜形成用組成物中において、一部の加
水分解性シラン化合物は、その分子中の一部又は全部の加水分解性基が未加水分解の状態
で、かつ他の加水分解性シラン化合物と縮合せずにモノマーの状態で残っていてもよい。
なお、「加水分解縮合物」は加水分解されたシラン化合物のシラノール基同士が縮合した
縮合物を意味する。
【００８６】
　上記加水分解縮合物としては、ラジカル反応性官能基を含む加水分解縮合物が好ましい
。この場合、加水分解縮合物をラジカル重合により硬化させることができ、膜の硬化収縮
を最小限に抑えることが可能である。ラジカル反応性官能基としては、例えばビニル基、
α－メチルビニル基、（メタ）アクリロイル基、スチリル基等の不飽和有機基が挙げられ
る。このうち、硬化反応が円滑に進むことから、（メタ）アクリロイル基が好ましい。
【００８７】
　上記加水分解性シラン化合物の加水分解縮合物の中でも、下記式（Ｓ－１）で示される
加水分解性シラン化合物（以下、「（ｓ１）化合物」ともいう）と、下記式（Ｓ－２）で
示される加水分解性シラン化合物（以下、「（ｓ２）化合物」ともいう）とを含む加水分
解性シラン化合物の加水分解縮合物が好ましい。
【００８８】
【化１】

【００８９】
　上記式（Ｓ－１）中、Ｒ１１は炭素数１～６のアルキル基である。Ｒ１２はラジカル反
応性官能基を含む有機基である。ｐは１～３の整数である。但し、複数のＲ１１及びＲ１

２を含む場合、複数のＲ１１及びＲ１２は同一であっても異なっていてもよい。
【００９０】
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【化２】

【００９１】
　上記式（Ｓ－２）中、Ｒ１３は炭素数１～６のアルキル基である。Ｒ１４は水素原子、
炭素数１～２０のアルキル基、炭素数１～２０のフッ素化アルキル基、フェニル基、トリ
ル基、ナフチル基、エポキシ基、アミノ基又はイソシアネート基である。ｎは０～２０の
整数である。ｑは０～３の整数である。但し、複数のＲ１３及びＲ１４を含む場合、複数
のＲ１３及びＲ１４は同一であっても異なっていてもよい。
【００９２】
（（ｓ１）化合物）
　（ｓ１）化合物は、上記式（Ｓ－１）で示される加水分解性シラン化合物である。
【００９３】
　上記Ｒ１１で表される炭素数１～６のアルキル基としては、例えばメチル基、エチル基
、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ブチル基等が挙げられる。これらのうち、Ｒ１１が
メチル基及びエチル基である場合は、（ｓ１）化合物の加水分解が容易であるため好まし
い。上記ｐとしては、加水分解縮合反応が円滑に進むことから１及び２が好ましく、１が
より好ましい。
【００９４】
　上記Ｒ１２で表されるラジカル反応性官能基を含む有機基としては、例えば上述のラジ
カル反応性官能基により１個以上の水素原子が置換された炭化水素基等が挙げられる。こ
の炭化水素基としては、直鎖状、分岐状又は環状の炭素数１～１２のアルキル基、炭素数
６～１２のアリール基、炭素数７～１２のアラルキル基等が挙げられる。また、Ｒ１２で
表される有機基はヘテロ原子を有していてもよい。そのような有機基としては、例えばエ
ーテル基、エステル基、スルフィド基等のヘテロ原子含有基を含む有機基が挙げられる。
【００９５】
　ｐが１の場合における（ｓ１）化合物としては、例えばビニルトリメトキシシラン、ビ
ニルトリエトキシシラン、ビニルトリプロポキシシラン、ｏ－スチリルトリメトキシシラ
ン、ｏ－スチリルトリエトキシシラン、ｍ－スチリルトリメトキシシラン、ｍ－スチリル
トリエトキシシラン、ｐ－スチリルトリメトキシシラン、ｐ－スチリルトリエトキシシラ
ン、アリルトリメトキシシラン、アリルトリエトキシシラン、メタクリロイルオキシトリ
メトキシシラン、メタクリロイルオキシトリエトキシシラン、メタクリロイルオキシトリ
プロポキシシラン、アクリロイルオキシトリメトキシシラン、アクリロイルオキシトリエ
トキシシラン、アクリロイルオキシトリプロポキシシラン、２－メタクリロイルオキシエ
チルトリメトキシシラン、２－メタクリロイルオキシエチルトリエトキシシラン、２－メ
タクリロイルオキシエチルトリプロポキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルト
リメトキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン、３－メタク
リロイルオキシプロピルトリプロポキシシラン、２－アクリロイルオキシエチルトリメト
キシシラン、２－アクリロイルオキシエチルトリエトキシシラン、２－アクリロイルオキ
シエチルトリプロポキシシラン、３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン、
３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン、３－アクリロイルオキシプロピル
トリプロポキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン、３－メ
タクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルト
リプロポキシシラン、トリフルオロプロピルトリメトキシシラン、トリフルオロプロピル
トリエトキシシラン、トリフルオロブチルトリメトキシシラン、３－（トリメトキシシリ
ル）プロピル無水コハク酸等のトリアルコキシシラン化合物などが挙げられる。
【００９６】
　ｐが２の場合における（ｓ１）化合物としては、例えばビニルメチルジメトキシシラン
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、ビニルメチルジエトキシシラン、ビニルフェニルジメトキシシラン、ビニルフェニルジ
エトキシシラン、アリルメチルジメトキシシラン、アリルメチルジエトキシシラン、フェ
ニルトリフルオロプロピルジメトキシシラン等のジアルコキシシラン化合物などが挙げら
れる。
【００９７】
　ｐが３の場合における（ｓ１）化合物としては、例えばアリルジメチルメトキシシラン
、アリルジメチルエトキシシラン、ジビニルメチルメトキシシラン、ジビニルメチルエト
キシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルジメチルメトキシシラン、３－アクリロ
イルオキシプロピルジメチルメトキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルジフェ
ニルメトキシシラン、３－アクリロイルオキシプロピルジフェニルメトキシシラン、３，
３’－ジメタクリロイルオキシプロピルジメトキシシラン、３，３’－ジアクリロイルオ
キシプロピルジメトキシシラン、３，３’，３’’－トリメタクリロイルオキシプロピル
メトキシシラン、３，３’，３’’－トリアクリロイルオキシプロピルメトキシシラン、
ジメチルトリフルオロプロピルメトキシシラン等のモノアルコキシシラン化合物などが挙
げられる。
【００９８】
　これらの（ｓ１）化合物のうち、硬化膜の耐擦傷性等を高いレベルで達成できるととも
に縮合反応性が高くなることから、ビニルトリメトキシシラン、ｐ－スチリルトリエトキ
シシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン、３－アクリロイルオ
キシプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラ
ン、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン、及び３－（トリメトキシシリ
ル）プロピル無水コハク酸が好ましい。
【００９９】
（（ｓ２）化合物）
　（ｓ２）化合物は、上記式（Ｓ－２）で示される加水分解性シラン化合物である。
【０１００】
　上記Ｒ１３で表される炭素数１～６のアルキル基としては、例えばメチル基、エチル基
、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ブチル基等が挙げられる。これらのうち、Ｒ１３が
メチル基及びエチル基である場合は、（ｓ２）化合物の加水分解が容易であるため好まし
い。上記のｑとしては、加水分解縮合反応が円滑に進むことから１及び２が好ましく、１
がより好ましい。
【０１０１】
　上記Ｒ１４で表される炭素数１～２０のアルキル基としては、例えばメチル基、エチル
基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、ｓｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブ
チル基、ｎ－ペンチル基、３－メチルブチル基、２－メチルブチル基、１－メチルブチル
基、２，２－ジメチルプロピル基、ｎ－ヘキシル基、４－メチルペンチル基、３－メチル
ペンチル基、２－メチルペンチル基、１－メチルペンチル基、３，３－ジメチルブチル基
、２，３－ジメチルブチル基、１，３－ジメチルブチル基、２，２－ジメチルブチル基、
１，２－ジメチルブチル基、１，１－ジメチルブチル基、ｎ－ヘプチル基、５－メチルヘ
キシル基、４－メチルヘキシル基、３－メチルヘキシル基、２－メチルヘキシル基、１－
メチルヘキシル基、４，４－ジメチルペンチル基、３，４－ジメチルペンチル基、２，４
－ジメチルペンチル基、１，４－ジメチルペンチル基、３，３－ジメチルペンチル基、２
，３－ジメチルペンチル基、１，３－ジメチルペンチル基、２，２－ジメチルペンチル基
、１，２－ジメチルペンチル基、１，１－ジメチルペンチル基、２，３，３－トリメチル
ブチル基、１，３，３－トリメチルブチル基、１，２，３－トリメチルブチル基、ｎ－オ
クチル基、６－メチルヘプチル基、５－メチルヘプチル基、４－メチルヘプチル基、３－
メチルヘプチル基、２－メチルヘプチル基、１－メチルヘプチル基、２－エチルヘキシル
基、ｎ－ノナニル基、ｎ－デシル基、ｎ－ウンデシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－トリデシ
ル基、ｎ－テトラデシル基、ｎ－ヘプタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－ヘプタデシ
ル基、ｎ－オクタデシル基、ｎ－ノナデシル基等が挙げられる。中でも、炭素数１～１０
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のアルキル基が好ましく、炭素数１～３のアルキル基がより好ましい。
【０１０２】
　ｑが０の場合における（ｓ２）化合物としては、例えば４個の加水分解性基で置換され
たシラン化合物、すなわち、テトラメトキシシラン、テトラエトキシシラン、テトラブト
キシシラン、テトラ－ｎ－プロポキシシラン、テトラ－ｉ－プロポキシシラン等が挙げら
れる。
【０１０３】
　ｑが１の場合における（ｓ２）化合物としては、１個の非加水分解性基と３個の加水分
解性基とで置換されたシラン化合物、例えばメチルトリメトキシシラン、メチルトリエト
キシシラン、メチルトリ－ｉ－プロポキシシラン、メチルトリブトキシシラン、エチルト
リメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリ－ｉ－プロポキシシラン、エ
チルトリブトキシシラン、ブチルトリメトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、ナ
フチルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシラン、ナフチルトリエトキシシラン
、アミノトリメトキシシラン、アミノトリエトキシシラン、２－（３，４―エポキシシク
ロヘキシル）エチルトリメトキシ、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－
イソシアノプロピルトリメトキシシラン、３－イソシアノプロピルトリエトキシシラン、
ｏ－トリルトリメトキシシラン、ｍ－トリルトリメトキシシラン、ｐ－トリルトリメトキ
シシラン等が挙げられる。
【０１０４】
　ｑが２の場合における（ｓ２）化合物としては、２個の非加水分解性基と２個の加水分
解性基とで置換されたシラン化合物、例えばジメチルジメトキシシラン、ジフェニルジメ
トキシシラン、ジトリルジメトキシシラン、ジブチルジメトキシシラン等が挙げられる。
【０１０５】
　ｑが３の場合における（ｓ２）化合物としては、３個の非加水分解性基と１個の加水分
解性基とで置換されたシラン化合物、例えばトリメチルメトキシシラン、トリフェニルメ
トキシシラン、トリトリルメトキシシラン、トリブチルメトキシシラン等が挙げられる。
【０１０６】
　これらの（ｓ２）化合物のうち、４個の加水分解性基で置換されたシラン化合物、及び
１個の非加水分解性基と３個の加水分解性基とで置換されたシラン化合物が好ましく、１
個の非加水分解性基と３個の加水分解性基とで置換されたシラン化合物がより好ましい。
特に好ましい加水分解性シラン化合物としては、テトラエトキシシラン、メチルトリメト
キシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリ－ｉ－プロポキシシラン、メチルト
リブトキシシラン、フェニルトリメトキシシラン、トリルトリメトキシシラン、エチルト
リメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、エチルトリイソプロポキシシラン、エチ
ルトリブトキシシラン、ブチルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメト
キシシラン、ナフチルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、及
びγ－イソシアネートプロピルトリメトキシシランが挙げられる。このような加水分解性
シラン化合物は、単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１０７】
　（ｓ１）化合物の使用量の下限としては、（ｓ１）化合物及び（ｓ２）化合物の合計モ
ル数に対して５モル％が好ましい。（ｓ１）化合物が５モル％未満の場合、得られる硬化
膜の耐擦傷性等が低下する傾向がある。
【０１０８】
（（ｓ１）化合物及び（ｓ２）化合物の加水分解縮合）
　上述の（ｓ１）化合物と（ｓ２）化合物とを加水分解縮合させる方法は、（ｓ１）化合
物及び（ｓ２）化合物の少なくとも一部を加水分解して、加水分解性基をシラノール基に
変換し、縮合反応を起こさせるものである限り特に限定されるものではなく、従来公知の
方法を採用できる。
【０１０９】
　加水分解縮合反応に使用する水としては、逆浸透膜処理、イオン交換処理、蒸留等の方
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法により精製された水が挙げられる。このような精製水を用いることによって、副反応を
抑制し、加水分解の反応性を向上させることができる。上記（ｓ１）化合物及び（ｓ２）
化合物の加水分解性基の合計量１モルに対する水の使用量の下限としては、０．１モルが
好ましく、０．３モルがより好ましく、０．５モルがさらに好ましい。また、上記水の使
用量の上限としては、３モルが好ましく、２モルがより好ましく、１．５モルがさらに好
ましい。このような範囲の量の水を用いることによって、加水分解縮合の反応速度を最適
化することができる。
【０１１０】
　加水分解縮合反応に使用する溶媒は特に限定されるものではないが、例えばアルコール
系溶媒、エステル系溶媒、エーテル系溶媒、ケトン系溶媒等が挙げられる。なお、溶媒は
、単独で使用しても、２種以上を組み合わせて使用してもよい。
【０１１１】
　アルコール系溶媒としては、例えばメタノール、エタノール、イソプロピルアルコール
、１－ブタノール、２－ブタノール、イソブチルアルコール、ｔ－ブチルアルコール、１
－ヘキサノール、１－オクタノール、１－ノナノール、１－ドデカノール、ジアセトンア
ルコール等のアルキルアルコール；
　ベンジルアルコール等の芳香族アルコールなどが挙げられる。
【０１１２】
　エーテル系溶媒としては、例えば
　エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エ
チレングリコールモノプロピルエーテル、エチレングリコールモノブチルエーテル等のエ
チレングリコールモノアルキルエーテル；
　プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル
、プロピレングリコールモノプロピルエーテル、プロピレングリコールモノブチルエーテ
ル等のプロピレングリコールモノアルキルエーテル；
　ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノエチルエーテル
等のジエチレングリコールモノアルキルエーテル；
　ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールエチルメチルエーテル
等のジエチレングリコールジアルキルエーテル；
　ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、ジプロピレングリコールモノエチルエー
テル、ジプロピレングリコールモノプロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノブチ
ルエーテル等のジプロピレングリコールモノアルキルエーテルなどが挙げられる。
【０１１３】
　エステル系溶媒としては、例えば
　酢酸エチル、酢酸ｉ－プロピル、酢酸ｎ－ブチル、酢酸アミル、乳酸エチル、３－メト
キシプロピオン酸メチル、３－エトキシプロピオン酸エチル等のカルボン酸エステル；
　プロピレングリコールジアセテート等の多価アルコールカルボキシレート系溶媒；
　プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチ
ルエーテルアセテート等の多価アルコール部分エーテルカルボキシレート系溶媒などが挙
げられる。
【０１１４】
　ケトン系溶媒としては、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン、メチルイソ
ブチルケトン、メチルアミルケトン、ジイソブチルケトン、シクロペンタノン、シクロヘ
キサノン、シクロヘプタノン等が挙げられる。
【０１１５】
　これらの中でも、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールエチ
ルメチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモ
ノエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート、３－メトキシ
プロピオン酸メチル、メチルイソブチルケトン、シクロペンタノン及びシクロヘキサノン
が好ましく、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールエチルメチ
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ルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル及びプロピレングリコールモノエ
チルエーテルがより好ましい。
【０１１６】
　加水分解縮合反応させる際には触媒を添加してもよい。触媒としては、例えば塩酸、硫
酸、硝酸、リン酸、ポリリン酸等の無機酸；蟻酸、シュウ酸、酢酸、トリフルオロ酢酸、
トリフルオロメタンスルホン酸、（無水）マレイン酸、酒石酸、乳酸、クエン酸等の有機
酸；酸性イオン交換樹脂；アンモニア水、トリエチルアミン、水酸化テトラメチルアンモ
ニウム、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム等の塩基触媒などを挙げることができる。
【０１１７】
　触媒を添加する場合、触媒の使用量の下限としては、加水分解性シラン化合物の加水分
解性基の合計１モルに対して０．００００１モルが好ましく、０．０００１モルがより好
ましい。また、触媒の使用量の上限としては、加水分解性シラン化合物の加水分解性基の
合計１モルに対して０．２モルが好ましく、０．１モルがより好ましい。触媒の使用量を
上記範囲とすることにより、加水分解縮合反応を効果的に促進させることができる。なお
、触媒は、最初から反応系内に投入しておいても、所定温度となった際に投入しても、段
階的に投入しても、連続的に投入してもよい。
【０１１８】
　上記ポリシロキサンの重量平均分子量（Ｍｗ）の下限としては、５００が好ましく、１
，０００がより好ましい。また、上記Ｍｗの上限としては、１０，０００が好ましく、５
，０００がより好ましい。上記Ｍｗを上記下限以上とすることで、当該硬化膜形成用組成
物の成膜性を向上させることができる。一方、上記Ｍｗを上記上限以下とすることにより
、感度の低下を抑制できる。
【０１１９】
［ノボラック樹脂］
　上記ノボラック樹脂は、公知の方法を用いてフェノール類をホルムアルデヒド等のアル
デヒド類により重縮合することによって得ることができる。
【０１２０】
　ノボラック樹脂を得るために用いられるフェノール類としては、例えばフェノール、ｐ
－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｏ－クレゾール、２，３－ジメチルフェノール、２，４
－ジメチルフェノール、２，５－ジメチルフェノール、２，６－ジメチルフェノール、３
，４－ジメチルフェノール、３，５－ジメチルフェノール、２，３，４－トリメチルフェ
ノール、２，３，５－トリメチルフェノール、３，４，５－トリメチルフェノール、２，
４，５－トリメチルフェノール、メチレンビスフェノール、メチレンビスｐ－クレゾール
、レゾルシン、カテコール、２－メチルレゾルシン、４－メチルレゾルシン、ｏ－クロロ
フェノール、ｍ－クロロフェノール、ｐ－クロロフェノール、２，３－ジクロロフェノー
ル、ｍ－メトキシフェノール、ｐ－メトキシフェノール、ｐ－ブトキシフェノール、ｏ－
エチルフェノール、ｍ－エチルフェノール、ｐ－エチルフェノール、２，３－ジエチルフ
ェノール、２，５－ジエチルフェノール、ｐ－イソプロピルフェノール、α－ナフトール
、β－ナフトール等が挙げられる。これらを単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わ
せて用いてもよい。
【０１２１】
　また、ノボラック樹脂を得るために用いられるアルデヒド類としては、ホルムアルデヒ
ドの他、パラホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、ベンズアルデヒド、ヒドロキシベン
ズアルデヒド、クロロアセトアルデヒド等が挙げられる。これらを単独で用いてもよいし
、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１２２】
　上記ノボラック樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）の下限としては、２，０００が好ましく
、３，０００がより好ましい。また、上記Ｍｗの上限としては、５０，０００が好ましく
、４０，０００がより好ましい。上記Ｍｗを上記下限以上とすることで、当該硬化膜形成
用組成物の成膜性を向上させることができる。一方、上記Ｍｗを上記上限以下とすること
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により、感度の低下を抑制できる。
【０１２３】
　当該硬化膜形成用組成物中の［Ａ］バインダーポリマーの含有量の下限としては、１質
量％が好ましく、５質量％がより好ましい。また、上記含有量の上限としては、５０質量
％が好ましく、４０質量％がより好ましい。［Ａ］バインダーポリマーの含有量を上記下
限以上とすることにより、感度をより高めつつ、硬度がより高く、耐溶剤性により優れる
硬化膜を形成できる。一方、上記含有量を上記上限以下とすることにより、保存安定性を
より向上させることができる。
【０１２４】
〔［Ｂ］重合性化合物〕
　［Ｂ］重合性化合物は、放射線照射や加熱等により重合する化合物であれば特に限定さ
れないが、感度向上の観点から（メタ）アクリロイル基、エポキシ基、ビニル基又はこれ
らの組み合わせを有する化合物が好ましく、分子中に２つ以上の（メタ）アクリロイル基
を有する化合物がより好ましい。
【０１２５】
　分子中に２つ以上の（メタ）アクリロイル基を有する［Ｂ］重合性化合物としては、例
えばジエチレングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テ
トラエチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、トリ
エチレングリコールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリレート、ト
リメチロールプロパンジアクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、トリ
メチロールプロパンジメタクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、１
，３－ブタンジオールジアクリレート、１，３－ブタンジオールジメタクリレート、ネオ
ペンチルグリコールジアクリレート、１，４－ブタンジオールジアクリレート、１，４－
ブタンジオールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレート、１，９－
ノナンジオールジメタクリレート、１，１０－デカンジオールジメタクリレート、ジメチ
ロール－トリシクロデカンジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラアクリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ペ
ンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレート
、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、トリペンタエリスリトールヘプタアクリ
レート、トリペンタエリスリトールオクタアクリレート、テトラペンタエリスリトールノ
ナアクリレート、テトラペンタエリスリトールデカアクリレート、ペンタペンタエリスリ
トールウンデカアクリレート、ペンタペンタエリスリトールドデカアクリレート、トリペ
ンタエリスリトールヘプタメタクリレート、トリペンタエリスリトールオクタメタクリレ
ート、テトラペンタエリスリトールノナメタクリレート、テトラペンタエリスリトールデ
カメタクリレート、ペンタペンタエリスリトールウンデカメタクリレート、ペンタペンタ
エリスリトールドデカメタクリレート、ジメチロール－トリシクロデカンジアクリレート
、エトキシ化ビスフェノールＡジアクリレート、９，９－ビス［４－（２－アクリロイル
オキシエトキシ）フェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－メタクリロイルオキ
シエトキシ）フェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－メタクリロイルオキシエ
トキシ）－３－メチルフェニル］フルオレン、（２－アクリロイルオキシプロポキシ）－
３－メチルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－アクリロイルオキシエトキ
シ）－３、５－ジメチルフェニル］フルオレン、９，９－ビス［４－（２－メタクリロイ
ルオキシエトキシ）－３、５－ジメチルフェニル］フルオレン等が挙げられる。
【０１２６】
　中でも、感度向上の観点から、３つ以上の（メタ）アクリロイル基を有する重合性化合
物が好ましく、４つ以上の（メタ）アクリロイル基を有する重合性化合物がより好ましく
、ペンタエリスリトールテトラアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタアクリレー
ト、ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート、トリペンタエリスリトールヘプタアク
リレート及びトリペンタエリスリトールオクタアクリレートがさらに好ましい。
【０１２７】
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　［Ａ］バインダーポリマー１００質量部に対する［Ｂ］重合性化合物の含有量の下限と
しては、１質量部が好ましく、１０質量部がより好ましく、２０質量部がさらに好ましい
。また、上記含有量の上限としては、２００質量部が好ましく、１５０質量部がより好ま
しく、１２０質量部がさらに好ましい。上記含有量を上記範囲内とすることにより、保存
安定性及び感度をより高めつつ、硬度がより高く、耐溶剤性により優れる硬化膜を形成で
きる。
【０１２８】
〔［Ｃ］ＱＤ〕
　［Ｃ］ＱＤとしては特に限定されないが、ＣｄやＰｂを構成元素とせず、例えばＩｎ（
インジウム）やＳｉ（珪素）等を構成元素として構成された安全な材料からなる半導体量
子ドットが好ましい。
【０１２９】
　［Ｃ］ＱＤを構成する材料としては、２族元素、１１族元素、１２族元素、１３族元素
、１４族元素、１５族元素、１６族元素の元素及びこれらの組み合わせを含む化合物等が
挙げられる。
【０１３０】
　上記元素としては、例えばＢｅ（ベリリウム）、Ｍｇ（マグネシウム），Ｃａ（カルシ
ウム）、Ｓｒ（ストロンチウム）、Ｂａ（バリウム）、Ｃｕ（銅）、Ａｇ（銀）、金（Ａ
ｕ）、亜鉛（Ｚｎ）、Ｂ（ホウ素）、Ａｌ（アルミニウム）、Ｇａ（ガリウム）、Ｉｎ（
インジウム）、Ｔｌ（タリウム）、Ｃ（炭素）、Ｓｉ（珪素）、Ｇｅ（ゲルマニウム）、
Ｓｎ（錫）、Ｎ（窒素）、Ｐ（リン）、Ａｓ（ヒ素）、Ｓｂ（アンチモン）、Ｂｉ（ビス
マス）、Ｏ（酸素）、Ｓ（硫黄）、Ｓｅ（セレン）、Ｔｅ（テルル）、Ｐｏ（ポロニウム
）等が挙げられる。
【０１３１】
　また、［Ｃ］ＱＤが、５００ｎｍ以上６００ｎｍ以下の緑色光の波長領域に蛍光極大を
有する化合物（Ａ）、及び／又は６００ｎｍ以上７００ｎｍ以下の赤色光の波長領域に蛍
光極大を有する化合物（Ｂ）を含むことが好ましい。
【０１３２】
　［Ｃ］ＱＤが上記蛍光発光特性を有する化合物（Ａ）及び／又は化合物（Ｂ）を含むこ
とで、可視光を用いて画像の表示を行う発光表示素子の発光層用の硬化膜形成用組成物に
当該硬化膜形成用組成物を適用できる。
【０１３３】
　また、［Ｃ］ＱＤは、１種の化合物からなる均質構造型であってもよいし、２種以上の
化合物からなるコアシェル構造型であってもよい。
【０１３４】
　コアシェル構造型の［Ｃ］ＱＤは、１つの種類の化合物でコア構造を形成し、別の種類
の化合物でコア構造を被覆して構成される。例えばバンドギャップのより大きい半導体を
用いてコアの半導体を被覆することにより、光励起によって生成された励起子（電子－正
孔対）がコア内に閉じ込められる。その結果、［Ｃ］ＱＤ表面での無輻射遷移の確率が減
少し、蛍光量子収率が向上する。
【０１３５】
　［Ｃ］ＱＤとしては、Ｉｎを構成元素として含む化合物からなる半導体量子ドットが好
ましく、コアシェル構造型半導体量子ドットであるＩｎＰ／ＺｎＳ、ＩｎＰ／ＺｎＳｅ、
ＣｕＩｎＳ２／ＺｎＳ及び（ＺｎＳ／ＡｇＩｎＳ２）固溶体／ＺｎＳ、並びに均質構造型
半導体量子ドットであるＡｇＩｎＳ２及びＺｎドープＡｇＩｎＳ２がより好ましく、Ｉｎ
Ｐ／ＺｎＳがさらに好ましい。なお、上記ＩｎＰ／ＺｎＳは、ＩｎＰをコアとし、ＺｎＳ
をシェルとする半導体量子ドットである。その他のコアシェル構造型半導体量子ドットも
同様である。
【０１３６】
　［Ｃ］ＱＤの平均粒径の下限としては、０．５ｎｍが好ましく、１．０ｎｍがより好ま
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しい。また、上記平均粒径の上限としては、２０ｎｍが好ましく、１０ｎｍがより好まし
い。平均粒径が上記下限未満である場合は、［Ｃ］ＱＤの蛍光特性が不安定になる場合が
ある。一方、［Ｃ］ＱＤの平均粒径が上記上限を超える場合は、量子閉じ込め効果が得ら
れない場合があり、所望の蛍光特性が得られなくなるおそれがある。ここで、平均粒径と
は、分散液中の［Ｃ］ＱＤの粒度分布の体積中心径Ｄ５０で表される平均粒径を指す。
【０１３７】
　なお、［Ｃ］ＱＤの蛍光の波長領域は、［Ｃ］ＱＤの構成材料や平均粒径を適宜選択す
ることにより制御できる。
【０１３８】
　［Ｃ］ＱＤの形状は特に限定されず、例えば球状、棒状、円盤状、その他の形状であっ
てもよい。［Ｃ］ＱＤの形状、分散状態等の情報については、透過型電子顕微鏡により得
ることができる。
【０１３９】
　［Ｃ］ＱＤを得る方法としては、例えば配位性有機溶媒中で有機金属化合物を熱分解す
る公知の方法を利用することができる。また、コアシェル構造型の［Ｃ］ＱＤは、例えば
反応により均質なコア構造を形成した後、反応系内にコア表面にシェルを形成するための
前駆体を添加し、コア表面にシェルを形成した後、反応を停止させ、溶媒から分離するこ
とで得られる。［Ｃ］ＱＤの平均粒径を制御する方法としては、例えば反応温度や反応時
間等を調整する方法が挙げられる。なお、市販されているものを利用することも可能であ
る。
【０１４０】
　また、コアシェル構造型半導体量子ドットであるＩｎＰ／ＺｎＳは、例えば半導体量子
ドットに関する技術文献「Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ．　２０１５
，　２７，　４８９３－４８９８」に記載されている方法を参照して合成することもでき
る。
【０１４１】
　当該硬化膜形成用組成物における［Ｃ］ＱＤの含有量の下限としては、［Ａ］バインダ
ーポリマー１００質量部に対して、１質量部が好ましく、１０質量部がより好ましい。ま
た、上記含有量の上限としては、［Ａ］バインダーポリマー１００質量部に対して、１５
０質量部が好ましく、１００質量部がより好ましい。［Ｃ］ＱＤの含有量を上述の範囲と
することで、優れた蛍光特性を有する硬化膜（発光層）を形成することができる。
【０１４２】
〔［Ｄ］分散剤〕
　［Ｄ］分散剤は、上述したように［Ｃ］ＱＤの表面に付着して、［Ｃ］ＱＤの表面への
酸素や水分等の付着を抑制し、［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率の低下を抑制するものである。
【０１４３】
　このような［Ｄ］分散剤としては、［Ｃ］ＱＤの表面に付着する部位を有している限り
特に限定されないが、第１繰り返し単位からなる第１ブロック（以下、ポリマーブロック
（Ｉ）ともいう）と、第１繰り返し単位よりも親水性の高い第２繰り返し単位からなる第
２ブロック（以下、ポリマーブロック（ＩＩ）ともいう）とを少なくとも有するブロック
共重合体（以下、単に「ブロック共重合体」ともいう）が例示される。［Ｄ］分散剤とし
て上記ブロック共重合体を用いることで、親水性の高いポリマーブロック（ＩＩ）と［Ｃ
］ＱＤとが相互作用するため、［Ｄ］分散剤が親水性の比較的低いポリマーブロック（Ｉ
）を外側に向けて［Ｃ］ＱＤに付着することになる。その結果、［Ｃ］ＱＤ同士が互いに
離れようとすることで、［Ｃ］ＱＤが硬化膜形成用組成物中において均一に分散される。
これにより、当該硬化膜形成用組成物を用いて硬化膜を形成した場合、［Ｃ］ＱＤが均一
に分散されることから、その硬化膜の輝度バラツキを低減することができる。
【０１４４】
　［Ｄ］分散剤に含まれる酸性官能基としては、カルボキシ基、スルホ基、ヒドロキシ基
、リン酸基等が挙げられる。これらの酸性官能基は、［Ｃ］ＱＤへの吸着性が高いため、
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［Ｃ］ＱＤの表面に酸素や水分等が付着することを効果的に抑制できる。［Ｄ］分散剤は
、これらの酸性官能基を一種又は二種以上含んでいてもよい。上記酸性官能基としては、
カルボキシ基、スルホ基及びこれらの組み合わせが好ましく、カルボキシ基がより好まし
い。これらの特定の酸性官能基を用いることにより、放射線照射後に加熱する工程（以下
、「ポストベーク」ともいう）を経ても、［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率の低下を十分に抑制
できる。なお、これらの酸性官能基は、当該硬化膜形成用組成物中において水素原子が金
属原子等で置換されていてもよい。
【０１４５】
　ポリマーブロック（Ｉ）は、第１繰り返し単位からなる第１ブロックからなり、疎水性
を有しているものが好ましい。上記第１繰り返し単位の具体例としては、例えばスチレン
、α－メチルスチレン、メチルメタクリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタク
リレート、イソプロピルメタクリレート、ブチルメタクリレート、２－メチルプロパンメ
タクリレート、ｔ－ブチルメタクリレート、ペンチルメタクリレート、ヘキシルメタクリ
レート、オクチルメタクリレート、２－エチルヘキシルメタクリレート、ノニルメタクリ
レート、デシルメタクリレート、イソデシルメタクリレート、ラウリルメタクリレート、
テトラデシルメタクリレート、オクタデシルメタクリレート、ベへニルメタクリレート、
イソステアリルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、ｔ－ブチルシクロヘキ
シルメタクリレート、イソボルニルメタクリレート、トリメチルシクロヘキシルメタクリ
レート、シクロデシルメタクリレート、シクロデシルメチルメタクリレート、トリシクロ
デシルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、フェニルメタクリレート、ナフチルメ
タクリレート、アリルメタクリレート、フェニルマレイミド、シクロヘキシルマレイミド
等に由来するものが挙げられる。
【０１４６】
　ポリマーブロック（ＩＩ）は、上述の第１繰り返し単位よりも親水性の高い第２繰り返
し単位からなる第２ブロックからなり、例えばこの第２ブロックが上述の酸性官能基を含
むことにより親水性を示す。上記第２繰り返し単位の具体例としては、例えば（メタ）ア
クリル酸、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、２－（メタ）アクリロイルオキシエ
チルコハク酸、２－（メタ）アクリロイルオキシエチルフタル酸、２－メタクリロイルオ
キシエチルヘキサヒドロフタル酸、ｐ－ヒドロキシフェニル（メタ）アクリレート、リン
酸２－（メタクリロイルオキシ）エチル、メタクリル酸３－クロロ－２－（ホスホノオキ
シ）プロピル、リン酸２－（メタクリロイルオキシ）プロピル、メタクリル酸２－（フェ
ノキシホスホニルオキシ）エチル、アシッドホスホオキシポリオキシエチレングリコール
モノメタクリレート、アシッドホスホオキシポリオキシプロピレングリコールモノメタク
リレート、２－アクリロイルオキシエタンスルホン酸、２－メタクリロイルオキシエタン
スルホン酸等に由来するものが挙げられる。
【０１４７】
　上述のような、ポリマーブロック（Ｉ）とポリマーブロック（ＩＩ）とから構成される
［Ｄ］分散剤としては、例えばメタクリル酸／メチルメタクリレートブロック共重合体、
メタクリル酸／エチルヘキシルメタクリレート共重合体、メタクリル酸／ベンジルメタク
リレートブロック共重合体、メタクリル酸／シクロヘキシルメタクリレートブロック共重
合体、メタクリル酸／トリシクロデシルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリ
ロイルオキシエチルコハク酸／メチルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリロ
イルオキシエチルコハク酸／エチルヘキシルメタクリレートブロック共重合体、２－メタ
クリロイルオキシエチルコハク酸／ベンジルメタクリレートブロック共重合体、２－メタ
クリロイルオキシエチルコハク酸／シクロヘキシルメタクリレートブロック共重合体、リ
ン酸２－（メタクリロイルオキシ）エチル／メチルメタクリレートブロック共重合体、リ
ン酸２－（メタクリロイルオキシ）エチル／エチルヘキシルメタクリレートブロック共重
合体、リン酸２－（メタクリロイルオキシ）エチル／ベンジルメタクリレートブロック共
重合体、リン酸２－（メタクリロイルオキシ）エチル／シクロヘキシルメタクリレートブ
ロック共重合体、リン酸２－（メタクリロイルオキシ）エチル／トリシクロデシルメタク
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リレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエタンスルホン酸／メチルメタク
リレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエタンスルホン酸／エチルヘキシ
ルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエタンスルホン酸／ベン
ジルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエタンスルホン酸／シ
クロヘキシルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエタンスルホ
ン酸／トリシクロデシルメタクリレートブロック共重合体等が挙げられる。
【０１４８】
　［Ｃ］ＱＤの表面に酸素や水分等が付着することをより効果的に抑制する観点から、［
Ｄ］分散剤としては、メタクリル酸／エチルヘキシルメタクリレート共重合体、メタクリ
ル酸／ベンジルメタクリレートブロック共重合体、メタクリル酸／シクロヘキシルメタク
リレートブロック共重合体、メタクリル酸／トリシクロデシルメタクリレートブロック共
重合体、２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸／エチルヘキシルメタクリレートブロ
ック共重合体、２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸／ベンジルメタクリレートブロ
ック共重合体、及び２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸／シクロヘキシルメタクリ
レートブロック共重合体が好ましく、メタクリル酸／ベンジルメタクリレート共重合体、
メタクリル酸／シクロヘキシルメタクリレートブロック共重合体、メタクリル酸／トリシ
クロデシルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸
／ベンジルメタクリレートブロック共重合体、２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸
／シクロヘキシルメタクリレートブロック共重合体、及び２－メタクリロイルオキシエチ
ルコハク酸／トリシクロデシルメタクリレートブロック共重合体がより好ましい。
【０１４９】
　リン酸基を有する［Ｄ］分散剤としては、下記式（１）で示されるポリオキシエチレン
アルキルリン酸エステルが好ましい。
【０１５０】
【化３】

【０１５１】
　上記式（１）中、Ｒ３は、ＣｑＨ２ｑ＋１－ＣＨ２Ｏ－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｑ’－ＣＨ

２ＣＨ２Ｏ－である。ｑは８～１０の整数である。ｑ’は１２～１６の整数である。ｋは
１～３の整数である。
【０１５２】
　［Ｄ］分散剤の酸価の下限としては、５ｍｇＫＯＨ／ｇであり、７ｍｇＫＯＨ／ｇが好
ましく、１０ｍｇＫＯＨ／ｇがより好ましい。また、［Ｄ］分散剤の酸価の上限としては
、１５０ｍｇＫＯＨ／ｇであり、１４０ｍｇＫＯＨ／ｇが好ましく、１３０ｍｇＫＯＨ／
ｇがより好ましい。分散剤の酸価を上記好ましい範囲とすることで、酸素や水分等の［Ｃ
］ＱＤへの付着をより抑制することができ、結果として［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率の低下
をより抑制することができる。
【０１５３】
　［Ａ］バインダーポリマー１００質量部に対する［Ｄ］分散剤の含有量の下限としては
、０．１質量部が好ましく、０．５質量部がより好ましく、１質量部がさらに好ましい。
また、上記含有量の上限としては、２０質量部が好ましく、１５質量部がより好ましく、
１０質量部がさらに好ましい。上記含有量を上記範囲内とすることにより、酸素や水分等
の［Ｃ］ＱＤへの付着をより抑制することができ、結果として［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率
の低下をより抑制することができる。
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【０１５４】
〔［Ｅ］感放射線性化合物〕
　当該硬化膜形成用組成物は、［Ｅ］感放射線性化合物をさらに含有してもよい。この場
合、当該硬化膜形成用組成物に感放射線性を付与できる。［Ｅ］感放射線性化合物は、単
独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１５５】
　［Ｅ］感放射線性化合物としては、例えば感放射線性ラジカル重合開始剤、感放射線性
酸発生剤、感放射線性塩基発生剤、これらの組み合わせ等が挙げられる。
【０１５６】
　上記感放射線性ラジカル重合開始剤は、例えば［Ｂ］重合性化合物としてラジカル重合
性の化合物を用いる場合、当該硬化膜形成用組成物の放射線による硬化反応をより促進さ
せることができる。
【０１５７】
　上記感放射線性ラジカル重合開始剤としては、例えば可視光線、紫外線、遠紫外線、電
子線、Ｘ線等の放射線の露光により、［Ｂ］重合性化合物のラジカル重合反応を開始し得
る活性種を発生することができる化合物等が挙げられる。
【０１５８】
　上記感放射線性ラジカル重合開始剤の具体例としては、例えばＯ－アシルオキシム化合
物、α－アミノケトン化合物、α－ヒドロキシケトン化合物、アシルホスフィンオキシド
化合物等が挙げられる。
【０１５９】
　上記Ｏ－アシルオキシム化合物としては、例えば１－〔９－エチル－６－（２－メチル
ベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル〕－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－
アセタート、１－［９－エチル－６－ベンゾイル－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル］
－オクタン－１－オンオキシム－Ｏ－アセテート、１－［９－エチル－６－（２－メチル
ベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル］－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－
ベンゾエート、１－［９－ｎ－ブチル－６－（２－エチルベンゾイル）－９．Ｈ．－カル
バゾール－３－イル］－エタン－１－オンオキシム－Ｏ－ベンゾエート、エタノン，１－
［９－エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－
カルバゾール－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン，１－［９－エ
チル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロピラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾ
ール－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン，１－［９－エチル－６
－（２－メチル－５－テトラヒドロフラニルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３
－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン，１－［９－エチル－６－｛２－
メチル－４－（２，２－ジメチル－１，３－ジオキソラニル）メトキシベンゾイル｝－９
．Ｈ．－カルバゾール－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）、エタノン，１－
［９－エチル－６－（２－メチル－４－テトラヒドロフラニルメトキシベンゾイル）－９
．Ｈ．－カルバゾール－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）、１，２－オクタ
ンジオン－１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）］、エタノン
，１－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イ
ル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）等が挙げられる。
【０１６０】
　上記α－アミノケトン化合物としては、例えば２－ベンジル－２－ジメチルアミノ－１
－（４－モルホリノフェニル）－ブタン－１－オン、２－ジメチルアミノ－２－（４－メ
チルベンジル）－１－（４－モルホリン－４－イル－フェニル）－ブタン－１－オン、２
－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルホリノプロパン－１－オン等が挙
げられる。
【０１６１】
　上記α－ヒドロキシケトン化合物としては、例えば１－フェニル－２－ヒドロキシ－２
－メチルプロパン－１－オン、１－（４－ｉ－プロピルフェニル）－２－ヒドロキシ－２
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－メチルプロパン－１－オン、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル－（２－ヒドロ
キシ－２－プロピル）ケトン、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトン等が挙げら
れる。
【０１６２】
　上記アシルホスフィンオキシド化合物としては、例えばジフェニル（２，４，６－トリ
メチルベンゾイル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－
フェニルホスフィンオキシド等が挙げられる。
【０１６３】
　上記感放射線性ラジカル重合開始剤としては、放射線による硬化反応をより促進させる
観点から、Ｏ－アシルオキシム化合物、α－アミノケトン化合物及びアシルホスフィンオ
キシド化合物が好ましく、エタノン，１－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）
－９．Ｈ．－カルバゾール－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）、１，２－オ
クタンジオン－１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイルオキシム）］、２－
メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルホリノプロパン－１－オン及びジフ
ェニル（２，４，６－トリメチルベンゾイル）ホスフィンオキシドがより好ましい。
【０１６４】
　上記感放射線性酸発生剤は、［Ａ］バインダーポリマーとしてポリシロキサン等の酸に
より硬化反応が促進される化合物を用いる場合、当該硬化膜形成用組成物の放射線感度を
高めることができる。感放射線性酸発生剤としては、例えば可視光線、紫外線、遠紫外線
、電子線、Ｘ線等の放射線の露光により酸を発生させる化合物などが挙げられる。
【０１６５】
　上記感放射線性酸発生剤の具体例としては、例えばヨードニウム塩系感放射線性酸発生
剤、スルホニウム塩系感放射線性酸発生剤、テトラヒドロチオフェニウム塩系感放射線性
酸発生剤、イミドスルホネート系感放射線性酸発生剤、オキシムスルホネート系感放射線
性酸発生剤、キノンジアジド化合物等が挙げられる。
【０１６６】
　上記ヨードニウム塩系感放射線性酸発生剤としては、例えばジフェニルヨードニウムト
リフルオロメタンスルホネート、ジフェニルヨードニウムピレンスルホネート、ジフェニ
ルヨードニウムドデシルベンゼンスルホネート、ジフェニルヨードニウムノナフルオロｎ
－ブタンスルホネート、ビス（４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムトリフルオロメタ
ンスルホネート、ビス（４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムドデシルベンゼンスルホ
ネート、ビス（４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムナフタレンスルホネート、ビス（
４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウムヘキサフルオロアンチモネート、ビス（４－ｔ－
ブチルフェニル）ヨードニウムノナフルオロｎ－ブタンスルホネート、ジフェニルヨード
ニウムヘキサフルオロアンチモネート等が挙げられる。
【０１６７】
　上記スルホニウム塩系感放射線性酸発生剤としては、例えばトリフェニルスルホニウム
トリフルオロメタンスルホネート、トリフェニルスルホニウムヘキサフルオロアンチモネ
ート、トリフェニルスルホニウムナフタレンスルホネート、トリフェニルスルホニウムノ
ナフルオロ－ｎ－ブタンスルホネート、（ヒドロキシフェニル）ベンゼンメチルスルホニ
ウムトルエンスルホネート、シクロヘキシルメチル（２－オキソシクロヘキシル）スルホ
ニウムトリフルオロメタンスルホネート、ジシクロヘキシル（２－オキソシクロヘキシル
）スルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、ジメチル（２－オキソシクロヘキシル
）スルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、トリフェニルスルホニウムカンファー
スルホネート、（４－ヒドロキシフェニル）ベンジルメチルスルホニウムトルエンスルホ
ネート、１－ナフチルジメチルスルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、１－ナフ
チルジエチルスルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－シアノ－１－ナフチル
ジメチルスルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－ニトロ－１－ナフチルジメ
チルスルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－メチル－１－ナフチルジメチル
スルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－シアノ－１－ナフチル－ジエチルス
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ルホニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－ニトロ－１－ナフチルジエチルスルホ
ニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－メチル－１－ナフチルジエチルスルホニウ
ムトリフルオロメタンスルホネート、４－ヒドロキシ－１－ナフチルジメチルスルホニウ
ムトリフルオロメタンスルホネート等が挙げられる。
【０１６８】
　上記テトラヒドロチオフェニウム塩系感放射線性酸発生剤としては、例えば４－ヒドロ
キシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－
メトキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、
４－エトキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネー
ト、４－メトキシメトキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタ
ンスルホネート、４－エトキシメトキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリ
フルオロメタンスルホネート、４－（１－メトキシエトキシ）－１－ナフチルテトラヒド
ロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－（２－メトキシエトキシ）－１
－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－メトキシ
カルボニルオキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホ
ネート、４－エトキシカルボニルオキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリ
フルオロメタンスルホネート、４－ｎ－プロポキシカルボニルオキシ－１－ナフチルテト
ラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－ｉ－プロポキシカルボニ
ルオキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、
４－ｎ－ブトキシカルボニルオキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフル
オロメタンスルホネート、４－ｔ－ブトキシカルボニルオキシ－１－ナフチルテトラヒド
ロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、４－（２－テトラヒドロフラニルオ
キシ）－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、４
－（２－テトラヒドロピラニルオキシ）－１－ナフチルテトラヒドロチオフェニウムトリ
フルオロメタンスルホネート、４－ベンジルオキシ－１－ナフチルテトラヒドロチオフェ
ニウムトリフルオロメタンスルホネート、１－（ナフチルアセトメチル）テトラヒドロチ
オフェニウムトリフルオロメタンスルホネート、１－（４，７－ジブトキシ－１－ナフチ
ル）テトラヒドロチオフェニウムトリフルオロメタンスルホネート等が挙げられる。
【０１６９】
　上記イミドスルホネート系感放射線性酸発生剤としては、例えばトリフルオロメチルス
ルホニルオキシビシクロ［２．２．１］ヘプト－５－エンジカルボキシイミド、スクシン
イミドトリフルオロメチルスルホネート、フタルイミドトリフルオロメチルスルホネート
、Ｎ－ヒドロキシナフタルイミドメタンスルホネート、Ｎ－ヒドロキシ－５－ノルボルネ
ン－２，３－ジカルボキシイミドプロパンスルホネート等が挙げられる。
【０１７０】
　上記オキシムスルホネート系感放射線性酸発生剤としては、例えば（５－プロピルスル
ホニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフェニル）アセ
トニトリル、（５－オクチルスルホニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン
）－（２－メチルフェニル）アセトニトリル、（カンファースルホニルオキシイミノ－５
Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフェニル）アセトニトリル、（５－ｐ－
トルエンスルホニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフ
ェニル）アセトニトリル、（５－オクチルスルホニルオキシイミノ）－（４－メトキシフ
ェニル）アセトニトリル等が挙げられる。
【０１７１】
　上記キノンジアジド化合物としては、例えばトリヒドロキシベンゾフェノンの１，２－
ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル、テトラヒドロキシベンゾフェノンの１，２－
ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル、ペンタヒドロキシベンゾフェノンの１，２－
ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル、ヘキサヒドロキシベンゾフェノンの１，２－
ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル、（ポリヒドロキシフェニル）アルカンの１，
２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステル等が挙げられる。
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【０１７２】
　上記トリヒドロキシベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エステ
ルとしては、例えば２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノン
アジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４－トリヒドロキシベンゾフェノン－１，２
－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，４，６－トリヒドロキシベンゾ
フェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，４，６－トリ
ヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル等
が挙げられる。
【０１７３】
　上記テトラヒドロキシベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エス
テルとしては、例えば２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－
ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，２’，４，４’－テトラヒドロキ
シベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，３，
４，３’－テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スル
ホン酸エステル、２，３，４，３’－テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフト
キノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，３，４，４’－テトラヒドロキシベンゾ
フェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，４’
－テトラヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エ
ステル、２，３，４，２’－テトラヒドロキシ－４’－メチルベンゾフェノン－１，２－
ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，２’－テトラヒドロキシ
－４’－メチルベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステ
ル、２，３，４，４’－テトラヒドロキシ－３’－メトキシベンゾフェノン－１，２－ナ
フトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，４’－テトラヒドロキシ－
３’－メトキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステ
ル等が挙げられる。
【０１７４】
　上記ペンタヒドロキシベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エス
テルとしては、例えば２，３，４，２’，６’－ペンタヒドロキシベンゾフェノン－１，
２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，３，４，２’，６’－ペンタ
ヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル等
が挙げられる。
【０１７５】
　上記ヘキサヒドロキシベンゾフェノンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸エス
テルとしては、例えば２，４，６，３’，４’，５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン
－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２，４，６，３’，４’，
５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン
酸エステル、３，４，５，３’，４’，５’－ヘキサヒドロキシベンゾフェノン－１，２
－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、３，４，５，３’，４’，５’－ヘ
キサヒドロキシベンゾフェノン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステ
ル等が挙げられる。
【０１７６】
　上記（ポリヒドロキシフェニル）アルカンの１，２－ナフトキノンジアジドスルホン酸
エステルとしては、例えばビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフ
トキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、ビス（２，４－ジヒドロキシフェニル）メ
タン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、ビス（ｐ－ヒドロキシ
フェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、ビス（ｐ
－ヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステ
ル、トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スル
ホン酸エステル、トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジ
ド－５－スルホン酸エステル、１，１，１－トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン－１
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，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、１，１，１－トリ（ｐ－ヒドロ
キシフェニル）エタン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、ビス
（２，３，４－トリヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－
スルホン酸エステル、ビス（２，３，４－トリヒドロキシフェニル）メタン－１，２－ナ
フトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、２，２－ビス（２，３，４－トリヒドロ
キシフェニル）プロパン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、２
，２－ビス（２，３，４－トリヒドロキシフェニル）プロパン－１，２－ナフトキノンジ
アジド－５－スルホン酸エステル、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロ
キシフェニル）－３－フェニルプロパン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン
酸エステル、１，１，３－トリス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－３－
フェニルプロパン－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステル、４，４’
－［１－［４－［１－［４－ヒドロキシフェニル］－１－メチルエチル］フェニル］エチ
リデン］ビスフェノール－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、４
，４’－［１－［４－［１－［４－ヒドロキシフェニル］－１－メチルエチル］フェニル
］エチリデン］ビスフェノール－１，２－ナフトキノンジアジド－５－スルホン酸エステ
ル、ビス（２，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）－２－ヒドロキシフェニルメタ
ン－１，２－ナフトキノンジアジド－４－スルホン酸エステル、ビス（２，５－ジメチル
－４－ヒドロキシフェニル）－２－ヒドロキシフェニルメタン－１，２－ナフトキノンジ
アジド－５－スルホン酸エステル等が挙げられる。
【０１７７】
　上記感放射線性酸発生剤としては、硬化反応をより促進させる観点から、オキシムスル
ホネート系感放射線性酸発生剤、及びキノンジアジド化合物が好ましく、（５－プロピル
スルホニルオキシイミノ－５Ｈ－チオフェン－２－イリデン）－（２－メチルフェニル）
アセトニトリル、及び１，１，１－トリ（ｐ－ヒドロキシフェニル）エタン－１，２－ナ
フトキノンジアジド－５－スルホン酸エステルがより好ましい。
【０１７８】
　上記感放射線性塩基発生剤は、［Ａ］バインダーポリマーとしてポリシロキサン等の塩
基により硬化反応が促進される化合物を用いる場合、当該硬化膜形成用組成物の放射線感
度をより高めることができる。感放射線性塩基発生剤としては、例えば可視光線、紫外線
、遠紫外線、電子線、Ｘ線等の放射線の露光により塩基を発生する化合物などが挙げられ
る。
【０１７９】
　感放射線性塩基発生剤の具体例としては、例えば
　４－（メチルチオベンゾイル）－１－メチル－１－モルホリノエタン、（４－モルホリ
ノベンゾイル）－１－ベンジル－１－ジメチルアミノプロパン、２－ベンジル－２－ジメ
チルアミノ－１－（４－モルホリノフェニル）－ブタノン、Ｎ－（２－ニトロベンジルオ
キシカルボニル）ピロリジン、１－（アントラキノン－２－イル）エチルイミダゾールカ
ルボキシレート等の複素環基含有感放射線性塩基発生剤；
　２－ニトロベンジルシクロヘキシルカルバメート、［［（２，６－ジニトロベンジル）
オキシ］カルボニル］シクロヘキシルアミン、ビス［［（２－ニトロベンジル）オキシ］
カルボニル］ヘキサン－１，６－ジアミン、トリフェニルメタノール、ｏ－カルバモイル
ヒドロキシルアミド、ｏ－カルバモイルオキシム、ヘキサアンミンコバルト（ＩＩＩ）ト
リス（トリフェニルメチルボレート）、１，２－ジシクロヘキシル－４，４，５，５－テ
トラメチルビグアニジウムｎ－ブチルトリフェニルボラートなどが挙げられ、硬化反応を
より促進させる観点から、１，２－ジシクロヘキシル－４，４，５，５－テトラメチルビ
グアニジウムｎ－ブチルトリフェニルボラートが好ましい。
【０１８０】
　当該硬化膜形成用組成物が［Ｅ］感放射線性化合物を含有する場合、［Ｅ］感放射線性
化合物の含有量の下限としては、［Ａ］バインダーポリマー１００質量部に対して１質量
部が好ましく、１０質量部がより好ましい。また、上記含有量の上限としては、［Ａ］バ
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インダーポリマー１００質量部に対して５０質量部が好ましく、４０質量部がより好まし
い。上記含有量を上記範囲とすることにより、当該硬化膜形成用組成物の放射線感度をよ
り高めることができる。
【０１８１】
〔［Ｆ］溶媒〕
　当該硬化膜形成用組成物は上記成分以外に［Ｆ］溶媒を含んでいてもよい。当該硬化膜
形成用組成物が［Ｆ］溶媒を含むと、その塗布性が向上する。［Ｆ］溶媒としては、上記
各成分を溶解又は分散させることができる限り特に限定されないが、例えば上述した［ａ
］ポリマーやポリシロキサンを合成する際に使用する溶媒等が挙げられる。なお、［Ｆ］
溶媒は、単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１８２】
〔［Ｇ］その他の成分〕
　当該硬化膜形成用組成物は、上述した成分以外に、本発明の効果を損なわない範囲で、
熱重合開始剤、保存安定剤、接着助剤等のその他の成分を含有してもよい。［Ｇ］その他
の成分は、単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい。当該硬化膜形
成用組成物が［Ｇ］その他の成分を含有する場合、その含有量の上限としては［Ａ］バイ
ンダーポリマー１００質量部に対して１０質量部が好ましく、１質量部がより好ましい。
【０１８３】
　当該硬化膜形成用組成物は、適宜の方法により調製することが可能であるが、例えば［
Ｆ］溶媒中で、［Ａ］バインダーポリマー、［Ｂ］重合性化合物、［Ｃ］ＱＤ、［Ｄ］分
散剤及び必要に応じて任意成分を混合することにより調製できる。調製する際、後述する
当該分散液を配合することにより、［Ｃ］ＱＤ及び［Ｄ］分散剤を含有させることもでき
る。混合する際の組成物中の固形分の濃度の下限としては、５質量％が好ましく、１０質
量％がより好ましい。また、上記濃度の上限としては、８０質量％が好ましく、７０質量
％がより好ましい。固形分の濃度を上記範囲とすることにより、塗布性を向上させること
ができる。なお、上記「固形分」とは、試料を１７５℃のホットプレートで１時間乾燥し
て揮発物質を除いた残分をいう。
【０１８４】
＜硬化膜＞
　当該硬化膜は、当該硬化膜形成用組成物により得られる。当該硬化膜は当該硬化膜形成
用組成物により得られるため、ＱＤの蛍光量子収率の低下が抑制され、例えば高い色再現
性を有する硬化膜を提供することができる。当該硬化膜は、パターン化されていてもよい
し、パターン化されていなくてもよいが、当該硬化膜がパターン化されていると、サブ画
素として有用な発光層に適用することができる。当該硬化膜の形成方法は、特に限定され
ず、例えば放射線照射により硬化させる方法であっても、加熱により硬化させる方法であ
ってもよいが、後述する放射線照射により硬化させる方法を適用することが好ましい。こ
の方法によれば、パターン化された硬化膜（発光層）を形成することができる。
【０１８５】
　当該硬化膜は、発光表示素子の発光層としての利用に適している。以下、当該発光表示
素子の好適な実施形態について説明する。
【０１８６】
＜発光表示素子＞
　図１は、一実施形態の発光表示素子１００を模式的に示す断面図である。発光表示素子
１００は、第１基材１２上に発光層１３（１３ａ、１３ｂ、１３ｃ）及びブラックマトリ
クス１４を設けて構成された波長変換基板１１と、波長変換基板１１上に接着剤層１５を
介して貼り合わされた光源基板１８とを有する。
【０１８７】
　第１基材１２は、ガラス、石英、透明樹脂等により構成される。上記透明樹脂としては
、例えば透明ポリイミド、ポリエチレンナフタレート、ポリエチレンテレフタレート、環
状オレフィン系樹脂等が挙げられる。
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【０１８８】
　波長変換基板１１の発光層１３は、上述した硬化膜形成用組成物を用い、パターニング
して形成される。発光層１３は、当該硬化膜形成用組成物を用いて形成しているため、Ｑ
Ｄの蛍光量子収率の低下を抑制することができ、例えば色再現性の高い発光層とすること
ができる。
【０１８９】
　波長変換基板１１は、発光層１３のそれぞれが含有するＱＤにより、光源基板１８の光
源１７からの励起光を波長変換し、所望とする波長の蛍光を発する。波長変換基板１１で
は、第１発光層１３ａと第２発光層１３ｂと第３発光層１３ｃとが、それぞれ異なるＱＤ
を含んで構成され、異なる蛍光を発することができる。例えば波長変換基板１１は、第１
発光層１３ａが励起光を赤色の光に変換し、第２発光層１３ｂが励起光を緑色の光に変換
し、第３発光層１３ｃが励起光を青色の光に変換するように構成することができる。
【０１９０】
　その場合、各発光層１３ａ、１３ｂ、１３ｃは、それぞれが所望とする蛍光特性を有す
るように、含有するＱＤの選択がなされる。そのため、波長変換基板１１の各発光層１３
ａ、１３ｂ、１３ｃの形成においては、異なる発光特性のＱＤを含む、例えば３種の硬化
膜形成用組成物が準備される。
【０１９１】
　波長変換基板１１の発光層１３の平均厚さの下限としては、１００ｎｍが好ましく、１
μｍがより好ましい。また、上記平均厚さの上限としては、１００μｍが好ましい。上記
平均厚さが上記下限未満であると、励起光を十分吸収することができず、光変換効率が低
下するために発光表示素子の輝度が十分に確保できないといった問題が生じる可能性があ
る。
【０１９２】
　第１基材１２上の各発光層１３の間には、ブラックマトリクス１４が配置されている。
ブラックマトリクス１４は、公知の遮光性の材料を用い、公知の方法に従ってパターニン
グして形成することができる。なお、ブラックマトリクス１４は、波長変換基板１１にお
いて、必須の構成要素ではなく、波長変換基板１１は、ブラックマトリクス１４を設けな
い構成とすることも可能である。
【０１９３】
　接着剤層１５は、後述する紫外光又は青色光を透過する公知の接着剤を用いて形成され
る。なお、接着剤層１５は、図１に示すように、第１基材１２上に各発光層１３の全面を
被覆するように設ける必要はなく、波長変換基板１１の外縁のみに設けることも可能であ
る。
【０１９４】
　光源基板１８は、第２基材１６と、第２基材１６の波長変換基板１１側に配置された光
源１７とを備えている。光源１７からはそれぞれ励起光として紫外光又は青色光が出射さ
れる。
【０１９５】
　光源１７（１７ａ、１７ｂ、１７ｃ）としては、特に限定されるものではなく、公知の
構造の紫外発光有機ＥＬ素子、青色発光有機ＥＬ素子等の使用が可能であり、公知の製造
方法により作製することが可能である。ここで、紫外光としては、主発光ピークが３６０
ｎｍ以上４３５ｎｍ以下であることが好ましく、青色光としては、主発光ピークが４３５
ｎｍを超えて４８０ｎｍ以下であることが好ましい。光源１７は、それぞれの出射光が対
向する発光層１３を照射するように、指向性を有していることが好ましい。
【０１９６】
　発光表示素子１００は、第１光源１７ａからの励起光を波長変換基板１１の第１発光層
１３ａのＱＤにより波長変換する。同様に、第２光源１７ｂからの励起光を波長変換基板
１１の第２発光層１３ｂのＱＤにより波長変換し、第３光源１７ｃからの励起光を波長変
換基板１１の第３発光層１３ｃのＱＤにより波長変換する。このようにして、各光源１７
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からの励起光が、それぞれ所望とする波長の可視光に変換されて表示に用いられる。
【０１９７】
　発光表示素子１００においては、第１発光層１３ａの設けられた部分が、赤色表示を行
うサブ画素を構成する。すなわち、波長変換基板１１の第１発光層１３ａは、光源基板１
８の対向する第１光源１７ａからの励起光を赤色光に変換する。また、第２発光層１３ｂ
の設けられた部分が、緑色表示を行うサブ画素を構成する。すなわち、第２発光層１３ｂ
は、光源基板１８の対向する第２光源１７ｂからの励起光を緑色光に変換する。また、第
３発光層１３ｃの設けられた部分が、青色表示を行うサブ画素を構成する。例えば励起光
として紫外光を用いる場合、第３発光層１３ｃは、光源基板１８の対向する第３光源１７
ｃからの紫外光を青色光に変換する。
【０１９８】
　なお、発光表示素子１００においては、第３光源１７ｃからの励起光として青色光を用
いることもできる。この場合、波長変換基板１１は、第３発光層１３ｃの代わりに樹脂中
に光散乱粒子を分散して構成された光散乱層を用いることも可能である。こうすることで
、励起光である青色光を波長変換することなく、そのままの波長特性で使用することがで
きる。
【０１９９】
　発光表示素子１００は、第１発光層１３ａを備えたサブ画素、第２発光層１３ｂを備え
たサブ画素及び第３発光層１３ｃを備えたサブ画素の３種のサブ画素により、画像を構成
する最小単位となる１つの画素を構成する。
【０２００】
　以上の構成を有する発光表示素子１００は、第１発光層１３ａを備えたサブ画素、第２
発光層１３ｂを備えたサブ画素及び第３発光層１３ｃを備えたサブ画素毎に、赤色、緑色
又は青色の光の発光が制御され、フルカラーの表示が行われる。
【０２０１】
　なお、発光表示素子１００においては、発光層１３と第１基材１２との間に、カラーフ
ィルタを設けることが可能である。すなわち、第１発光層１３ａと第１基材１２との間に
赤色のカラーフィルタを設け、第２発光層１３ｂと第１基材１２との間に緑色のカラーフ
ィルタを設け、第３発光層１３ｃと第１基材１２との間に青色のカラーフィルタを設ける
ことができる。これにより、表示の色の純度を高めることができる。ここで、カラーフィ
ルタとしては、液晶表示素子用等として公知のものを公知の方法で形成して用いることが
できる。
【０２０２】
＜硬化膜の形成方法＞
　当該硬化膜の形成方法は、基板の一方の面側に塗膜を形成する工程（以下、「塗膜形成
工程」ともいう）、上記塗膜の少なくとも一部に放射線を照射（露光）する工程（以下、
「放射線照射工程」ともいう）、放射線照射後の塗膜を現像する工程（以下、「塗膜現像
工程」ともいう）、及び塗膜を加熱する工程（以下、「塗膜加熱工程」ともいう）を備え
、感放射線性化合物を含有する当該硬化膜形成用組成物により上記塗膜を形成する。
【０２０３】
　当該硬化膜の形成方法によれば、上述した当該硬化膜形成用組成物を用いているため、
ＱＤの蛍光量子収率の低下が抑制された硬化膜を容易かつ確実に形成することができる。
以下、各工程についてそれぞれ説明する。
【０２０４】
［塗膜形成工程］
　塗膜形成工程では、例えば当該硬化膜形成用組成物を基板上に塗布することにより塗膜
を形成する。当該硬化膜形成用組成物を塗布後、塗布面を加熱（プレベーク）することに
より溶媒等を除去してもよい。
【０２０５】
　塗膜を形成する基板の材質としては、特に限定されるものではないが、例えばガラス、
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石英、シリコン、樹脂等が挙げられる。上記樹脂の具体例としては、例えばポリエチレン
テレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテ
ルスルホン、ポリカーボネート、ポリイミド、環状オレフィンの付加重合体、環状オレフ
ィンの開環重合体、その水素添加物等が挙げられる。また、これらの基板には、所望によ
り、シランカップリング剤等による薬剤処理、プラズマ処理、イオンプレーティング、ス
パッタリング、真空蒸着等の前処理を施しておいてもよい。
【０２０６】
　当該硬化膜形成用組成物の塗布方法としては特に限定されず、例えばスプレー法、ロー
ルコート法、回転塗布法（スピンコート法）、スリットダイ塗布法、バー塗布法等の方法
を採用することができる。これらの塗布方法の中でも、スピンコート法及びスリットダイ
塗布法が好ましい。加熱（プレベーク）の条件は、各成分の種類、配合割合等によっても
異なるが、例えば７０℃以上１３０℃以下の温度で１分以上１０分以下の加熱時間とすれ
ばよい。
【０２０７】
［放射線照射工程］
　放射線照射工程では、基板上に形成された塗膜の少なくとも一部に放射線を照射する。
塗膜の一部にのみ放射線を照射する際には、例えば所望の形状のパターンを有するフォト
マスクを介して放射線を照射してもよい。このフォトマスクを用いることにより、照射さ
れた放射線の一部がフォトマスクを通過し、その一部の放射線が塗膜に照射される。
【０２０８】
　照射に使用される放射線としては、可視光線、紫外線、遠紫外線、電子線、Ｘ線等が挙
げられる。これらの放射線の中でも、波長が１９０ｎｍ以上４５０ｎｍ以下の範囲にある
放射線が好ましく、３６５ｎｍの紫外線を含む放射線がより好ましい。
【０２０９】
　放射線照射工程における積算照射量（露光量）の下限としては、１００Ｊ／ｍ２が好ま
しく、２００Ｊ／ｍ２がより好ましい。また、上記積算照射量の上限としては、２，００
０Ｊ／ｍ２が好ましく、１，０００Ｊ／ｍ２がより好ましい。なお、本明細書において「
積算照射量」とは、放射線の波長３６５ｎｍにおける強度を照度計（例えばＯＡＩ　Ｏｐ
ｔｉｃａｌ　Ａｓｓｏｃｉａｔｅｓ　Ｉｎｃ．社の「ＯＡＩ　ｍｏｄｅｌ　３５６」）に
より測定した値の積算値をいう。
【０２１０】
［塗膜現像工程］
　塗膜現像工程では、放射線照射後の塗膜を現像して不要な部分を除去する。
【０２１１】
　現像に使用される現像液としては、例えば水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸ナ
トリウム、ケイ酸ナトリウム、メタケイ酸ナトリウム、アンモニア、テトラメチルアンモ
ニウムヒドロキシド、テトラエチルアンモニウムヒドロキシド等のアルカリ性化合物の少
なくとも１種を溶解した水溶液を使用することができる。上述のアルカリ性化合物の水溶
液には、メタノール、エタノール等の水溶性有機溶媒を適当量添加して使用することもで
きる。
【０２１２】
　現像方法としては、例えば液盛り法、ディッピング法、揺動浸漬法、スプレー法等が挙
げられる。現像時間は、硬化膜形成用組成物の組成によって異なるが、その現像時間の下
限としては、５秒が好ましく、１０秒がより好ましい。また、現像時間の上限としては、
３００秒が好ましく、１８０秒がより好ましい。現像処理に続いて、例えば流水洗浄を３
０秒以上９０秒以下の時間で行った後、圧縮空気や圧縮窒素で乾燥させることにより、所
望のパターンが得られる。
【０２１３】
［塗膜加熱工程］
　塗膜加熱工程では、塗膜を、ホットプレート、オーブン等の適当な加熱装置により加熱
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する（ポストベーク）。これにより基板上に硬化膜が形成される。
【０２１４】
　本工程の加熱温度の下限としては１００℃が好ましい。また、上記加熱温度の上限とし
ては２５０℃が好ましい。加熱をホットプレートで行う場合、加熱時間の下限としては、
５分が好ましく、上限としては３０分が好ましい。また、加熱をオーブン中で行う場合、
加熱時間の下限としては１０分が好ましく、上限としては１８０分が好ましい。
【０２１５】
　上述した発光表示素子１００の発光層の形成に上記方法を適用する場合は、３種の硬化
膜形成用組成物をそれぞれ用いて、上述した工程を含む発光層の形成方法を繰り返して、
第１発光層１３ａ、第２発光層１３ｂ及び第３発光層１３ｃをそれぞれ形成すればよい。
【０２１６】
＜分散液＞
　当該分散液は、ＱＤ、酸性官能基を含む分散剤、及び溶媒を含有し、上記分散剤の酸価
が５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上１５０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下の分散液である。当該分散液は、上述
した当該硬化膜形成用組成物を調製する際に、［Ｃ］ＱＤ及び［Ｄ］分散剤を配合する原
料液として好適である。即ち、当該分散液に含有されるＱＤ及び酸性官能基を含む分散剤
は、それぞれ上述した当該硬化膜形成用組成物の［Ｃ］ＱＤ及び［Ｄ］分散剤と同様であ
る。また、当該分散液に含有される溶媒は、上述した当該硬化膜形成用組成物の任意成分
として説明した［Ｆ］溶媒と同様である。よって、当該分散液のＱＤ、酸性官能基を含む
分散剤、及び溶媒については、それぞれ当該硬化膜形成用組成物の［Ｃ］ＱＤ、［Ｄ］分
散剤及び［Ｆ］溶媒として説明しているので、ここでは説明を省略する。なお、当該硬化
膜形成用組成物は、当該分散液を用いずに、例えば［Ｆ］溶媒中に、［Ａ］バインダーポ
リマー、［Ｂ］重合性化合物、［Ｃ］ＱＤ、［Ｄ］分散剤等を順次配合することによって
も調製できる。
【０２１７】
　当該分散液の固形分中のＱＤの含有量の下限としては、１質量％が好ましく、２質量％
がより好ましく、３質量％がさらに好ましい。また、当該分散液の固形分中のＱＤの含有
量の上限としては、５０質量％が好ましく、４０質量％がより好ましく、３０質量％がさ
らに好ましい。上記含有量を上記範囲とすることにより、当該硬化膜形成用組成物の調製
がより容易となる。
【０２１８】
　当該分散液の固形分中の酸性官能基を含む分散剤の含有量の下限としては、１質量％が
好ましく、２質量％がより好ましく、３質量％がさらに好ましい。また、当該分散液の固
形分中の酸性官能基を含む分散剤の含有量の上限としては、９９質量％が好ましく、９５
質量％がより好ましく、９０質量％がさらに好ましい。上記含有量を上記範囲とすること
により、当該硬化膜形成用組成物の調製がより容易となる。
【０２１９】
　当該分散液の固形分濃度の下限としては、１質量％が好ましく、３質量％がより好まし
く、５質量％がさらに好ましい。また、当該分散液の固形分濃度の上限としては、８０質
量％が好ましく、７０質量％がより好ましく、６０質量％がさらに好ましい。上記固形分
濃度を上記範囲とすることにより、当該硬化膜形成用組成物の調製がより容易となる。
【０２２０】
　当該分散液は、上記成分以外に保存安定剤、接着助剤等のその他の成分を含有してもよ
い。上記その他の成分は、単独で用いてもよいし、２種以上を組み合わせて用いてもよい
。当該分散液が上記その他の成分を含有する場合、その含有量の上限としては１０質量％
程度である。
【０２２１】
　なお、当該分散液は、当該硬化膜形成用組成物の原料液としての用途に限定されるもの
ではない。例えば当該分散液と熱可塑性樹脂とを混合した樹脂組成物を調製し、これを製
膜することにより、ＱＤの蛍光量子収率の低下を抑制できる発光フィルムを製造すること
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もできる。また、当該分散液とアルカリや溶剤に可溶な樹脂と光硬化性化合物とを混合し
た樹脂組成物を調製し、これをパターニングすることにより、ＱＤの蛍光量子収率の低下
を抑制できる発光パターンを製造することもできる。また、当該分散液と熱硬化性組成物
とを混合した樹脂組成物を調製し、これを青色発光ダイオードの封止部分にポッティング
することにより、ＱＤの蛍光量子収率の低下を抑制できる白色発光ダイオードを製造する
こともできる。また当該分散液と熱又は光硬化性組成物とを混合した樹脂組成物を調製し
、これをガラスキャピラリーに封じ込めて硬化させることにより、ＱＤの蛍光量子収率の
低下を抑制できる発光ガラスキャピラリーを製造することもできる。
【０２２２】
＜他の実施形態＞
　以上、本発明の好適な実施形態について説明したが、本発明はこれらの実施形態に限定
されるものではない。例えば上記好適な実施形態では、本発明の硬化膜形成用組成物を発
光表示素子のサブ画素に適用した例について説明したが、本発明はこれに限定されず、液
晶ディスプレイのバックライトユニット等にも適用することができる。例えばバックライ
トユニットの光源として青色発光ダイオードを用いる場合、上述したＧ－ＱＤ及びＲ－Ｑ
Ｄを含む本発明の硬化膜形成用組成物により得られた硬化膜と組み合わせることで、純度
の高い白色光を再現できる。
【実施例】
【０２２３】
　以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。
【０２２４】
［重量平均分子量（Ｍｗ）、数平均分子量（Ｍｎ）及び分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）］
　下記条件によるゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）によりＭｗ及びＭ
ｎを測定した。また、分子量分布（Ｍｗ／Ｍｎ）は得られたＭｗ及びＭｎより算出した。
【０２２５】
　装置：昭和電工社の「ＧＰＣ－１０１」
　カラム：昭和電工社の「ＧＰＣ－ＫＦ－８０１」、「ＧＰＣ－ＫＦ－８０２」、「ＧＰ
Ｃ－ＫＦ－８０３」及び「ＧＰＣ－ＫＦ－８０４」を連結したもの
　移動相：テトラヒドロフラン
　カラム温度：４０℃
　流速：１．０ｍＬ／分
　試料濃度：１．０質量％
　試料注入量：１００μＬ
　検出器：示差屈折計
　標準物質：単分散ポリスチレン
【０２２６】
＜バインダーポリマー（［ａ］ポリマー）の合成＞
［合成例１］ポリマー（Ａ－１）の合成
　冷却管と攪拌機を備えたフラスコに、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテ
ート１５０質量部を仕込んで窒素置換した。８０℃に加熱して、同温度で、プロピレング
リコールモノメチルエーテルアセテート５０質量部、メタクリル酸１０質量部、メタクリ
ル酸シクロヘキシル３０質量部、スチレン１０質量部、コハク酸モノ（２－メタクリロイ
ルオキシエチル）２０質量部、メタクリル酸２－ヒドロキシエチル３質量部、メタクリル
酸２－エチルヘキシル１５質量部、Ｎ－フェニルマレイミド１２質量部及び２，２’－ア
ゾビス（２，４－ジメチルバレロニトリル）６質量部の混合溶液を２時間かけて滴下し、
この温度を保持して１時間重合した。その後、反応溶液の温度を９０℃に昇温させ、さら
に１時間重合することにより、ポリマー（Ａ－１）のプロピレングリコールモノメチルエ
ーテルアセテート溶液（固形分濃度：３３質量％）を得た。得られたポリマー（Ａ－１）
は、Ｍｗ＝１０，８００、Ｍｎ＝５，９００、Ｍｗ／Ｍｎ＝１．８３であった。
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【０２２７】
＜硬化膜形成用組成物の調製、硬化膜の形成、及び物性評価＞
　各硬化膜形成用組成物の調製に用いた各成分を下記に示す。
【０２２８】
［［Ａ］バインダーポリマー］
　Ａ－１：ポリマー（Ａ－１）
【０２２９】
［［Ｂ］重合性化合物］
　Ｂ－１：ジペンタエリスリトールヘキサアクリレート
【０２３０】
［［Ｃ］ＱＤ］
　Ｃ－１：コアシェル構造型半導体量子ドットであるＩｎＰ／ＺｎＳ（平均粒径：４ｎｍ
）
【０２３１】
［［Ｄ］分散剤］
　Ｄ－１：メタクリル酸／ベンジルメタクリレートブロック共重合体（酸価１０１ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ）
　Ｄ－２：２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸／ベンジルメタクリレートブロック
共重合体（酸価５３ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　Ｄ－３：２－メタクリロイルオキシエチルコハク酸／トリシクロデシルメタクリレート
ブロック共重合体（酸価１１ｍｇＫＯＨ／ｇ）
　上記［Ｄ］分散剤は、いずれもカルボキシ基を含み、かつ比較的親水性が低いポリマー
ブロック（Ｉ）と、比較的親水性が高いポリマーブロック（ＩＩ）とを有するブロック共
重合体である。
【０２３２】
［［Ｅ］感放射線性化合物］
　Ｅ－１：ジフェニル（２，４，６－トリメチルベンゾイル）ホスフィンオキシド（ＢＡ
ＳＦ社の「ＬＵＣＩＲＩＮ　ＴＰＯ」）
　Ｅ－２：２－メチル－１－（４－メチルチオフェニル）－２－モルホリノプロパン－１
－オン（ＢＡＳＦ社の「イルガキュア９０７」）
　Ｅ－３：エタノン，１－［９－エチル－６－（２－メチルベンゾイル）－９．Ｈ．－カ
ルバゾール－３－イル］－，１－（Ｏ－アセチルオキシム）（ＢＡＳＦ社の「イルガキュ
アＯＸＥ０２」）
　Ｅ－４：１，２－オクタンジオン－１－［４－（フェニルチオ）－２－（Ｏ－ベンゾイ
ルオキシム）］（ＢＡＳＦ社の「イルガキュアＯＸＥ０１」）
【０２３３】
［［Ｆ］溶媒］
　Ｆ－１：プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート
【０２３４】
［実施例１］
　上記合成したポリマー（Ａ－１）のプロピレングリコールモノメチルエーテルアセテー
ト溶液９０質量部（［Ａ］バインダーポリマーとしての（Ａ－１）３０質量部、及び［Ｆ
］溶媒としての（Ｆ－１）６０質量部を含有）に、［Ｂ］重合性化合物としての（Ｂ－１
）３０質量部、［Ｃ］ＱＤとしての（Ｃ－１）１０質量部、［Ｄ］分散剤としての（Ｄ－
１）２質量部、及び［Ｅ］感放射線性化合物としての（Ｅ－１）５質量部を加え、実施例
１の硬化膜形成用組成物を調製した。
【０２３５】
［実施例２、実施例３及び比較例１］
　各配合成分の種類及び配合量を下記表１に記載の通りとしたこと以外は、実施例１と同
様にして各硬化膜形成用組成物を調製した。なお、表１中の「－」は、該当する成分を使
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【０２３６】
　得られた各硬化膜形成用組成物について、下記の方法に従い評価した。評価結果を表１
に示す。
【０２３７】
［蛍光量子収率］
　蛍光量子収率は、下記形成方法により得られた硬化膜について、絶対ＰＬ蛍光量子収率
測定装置（浜松ホトニクス社の「Ｃ１１３４７－０１」）を用いて、２５℃において測定
した。また、別途、下記形成方法により得られた硬化膜をクリーンオーブンにて１８０℃
×２０分の加熱処理（ポストベーク）を行った後に、上記と同様の方法で蛍光量子収率を
測定した。前者の蛍光量子収率を「未処理」とし、後者の蛍光量子収率を「熱処理後」と
して表１に示す。
【０２３８】
（硬化膜の形成方法）
　無アルカリガラス基板上に、各硬化膜形成用組成物をスピンナにより塗布した後、９０
℃のホットプレート上で２分間プレベークすることにより塗膜を形成した。次に、得られ
た塗膜に、フォトマスクを介さずに、高圧水銀ランプを用いて３６５ｎｍ、４０５ｎｍ及
び４３６ｎｍの各波長を含む放射線を７００Ｊ／ｍ２の積算照射量で照射することにより
、平均厚さ５μｍの硬化膜を形成した。
【０２３９】
［蛍光量子収率の変化率］
　蛍光量子収率の変化率は、上記未処理の蛍光量子収率をΦ１とし、上記熱処理後の蛍光
量子収率をΦ２として以下の式で算出した。この蛍光量子収率の変化率が小さいほど、ポ
ストベーク後の［Ｃ］ＱＤの蛍光量子収率の低下が抑制されていると評価できる。
蛍光量子収率の変化率（％）＝｛（Φ１－Φ２）／Φ１｝×１００
【０２４０】
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【表１】

【０２４１】
　表１の結果から明らかなように、実施例は、未処理及び熱処理後の蛍光量子収率、並び
に蛍光量子収率の変化率がいずれも良好であった。これに対し、比較例１は、上記評価項
目のいずれについても実施例に比べ劣っていた。
【産業上の利用可能性】
【０２４２】
　本発明によれば、ＱＤの蛍光量子収率の低下を抑制できる硬化膜形成用組成物、当該硬
化膜形成用組成物により得られる硬化膜、当該硬化膜形成用組成物により形成される硬化
膜を備える発光表示素子、当該硬化膜の形成方法及び当該硬化膜形成用組成物に好適な分
散液を提供できる。
【符号の説明】
【０２４３】
１１　波長変換基板
１２　第１基材
１３　発光層
１３ａ　第１発光層
１３ｂ　第２発光層
１３ｃ　第３発光層
１４　ブラックマトリクス
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１５　接着剤層
１６　第２基材
１７　光源
１７ａ　第１光源
１７ｂ　第２光源
１７ｃ　第３光源
１８　光源基板
１００　発光表示素子

【図１】
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